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平成２６年度の財政運営 

 

平成 26 年度の国の予算は、第二次安倍内閣が推進する『三本の矢』の効果として、 

底堅く推移する日本経済の動向を注視しつつ、デフレ脱却への期待感を確実な成長軌

道につなげて経済の好循環を実現し、税収基盤の強化を目指すものであった。あわせて 

消費税率を 8％に引き上げて持続可能な社会保障制度を構築し、国・地方のプライマリ

ーバランスを 2020 年度までに黒字化させるとの目標に沿って編成された。 

これを受け地方財政対策の通常収支分では別枠加算の縮小や地方消費税等の充実

などを反映して地方交付税交付金が 0.2 兆円縮減されたが、地方の安定的な財政運営

に必要な一般財源の総額について、社会保障の充実分等を増額し前年度を上回る 60.4

兆円（0.6 兆円増）が確保された。 
 

本市の平成 26 年度当初予算では、『強い絆で未来を切り開く人とまちの元気づくり』を 

キーワードに、市長マニフェストの五つの約束や「第 4 次福知山市総合計画後期計画」の

実現に努め、『北近畿をリードする創造性あふれるまち  福知山』の具現化のための諸施

策を盛り込んだ。また第 5 次行政改革大綱及び実施計画の着実な進捗を図るとともに、

選択と集中により限りある経営資源を最大限有効活用し、将来の世代に負担をかけない

行財政構造を構築することを基本的な方針として編成した。 

また年度途中においては、8 月豪雨災害に対する復旧復興予算を含め、各会計にお

いて事業の追加、変更を反映した補正予算を編成した。 
 

財政運営においては国の経済対策で地方向けに新設された国庫補助制度（「地域の

元気臨時交付金」、「がんばる地域交付金」）を有効活用し、各種ハード事業に充当した。

財源対策としては、市有財産を積極的に活用し貸付と売却を進めた。あわせてふるさと 

納税制度のメニュー拡充と記念品の充実を図りいずれも大幅な増収となった。基金にお

いては 8 月豪雨災害の復旧復興を実施するため財政調整基金から 10 億円取り崩したが、

土地売却等の収入を積み立てにまわし残高の減少を 1.1 億円に抑えた。市債残高は  

一般会計では8.8億円増加したが全会計では前年度より3.6億円減少した。また、普通交

付税の算入額を差し引いた実質的な市債残高は一般会計、全会計とも減少した。 
 

一般会計の決算規模は災害復旧復興事業が起因し、平成 24 年度に次ぎ過去 2 番目

の大型決算となった。普通交付税等の合併特例加算額 17.5 億円の効果もあり実質収支

で 8.6 億円の黒字決算となったが、災害関連の支出を財政調整基金の取崩しで対応した

ため、実質単年度収支は 9.5 億円の赤字である。また経常収支比率は前年度比 3.2 ポイ

ント増の 92.7%となり、4 年連続で財政構造の硬直化が進んだ。 

財政健全化判断比率では、実質公債費比率が 0.1 ポイント減の 10.2%、将来負担比率

は 4.6 ポイント増の 105.5%となった。 
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一般会計 

１ 決算規模 

  

 

 

 

○ 歳入総額  ４４３億７４７５万円（9億 4624 万円、2.2％増）  

（数値は万円未満を四捨五入。( )内は前年度増減） 
 

歳入総額は ４４３億７４７４万９４６９円で対前年度比９億４６２３万９７１８円の増となった。

歳入に占める自主財源（市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄

附金、繰入金、諸収入、繰越金）の比率は３９.１％（前年度３８.３％）で、その金額は１７３

億６９７４万円、前年度比７億５３３７万円の増加となった。市税収入で２億１８６４万円、  

財産収入で１億１０３５万円、寄附金で６２４１万円増加したほか、財政調整基金の取崩し 

１０億円（前年度６億円）や、前年度からの繰越事業に充てる繰越金が増となったことも自

主財源比率を高める結果となった。 

依存財源は１億９２８７万円増加した。（31 ページ参照）。市債は ２億９７３７万円減少し

たが、災害関連事業を中心に府支出金が４億９１５２万円増加したことや、消費税率引上

げなどにより地方消費税交付金が１億６９６５万円伸びたことなどが影響した。 

臨時財政対策債を含めた実質的な普通交付税は４億４７０６万円の減少となったが、 

連年災害の影響で特別交付税は１億３４９０万円増加した。 

 

市税  １１６億１０８２万円 （2 億 1864 万円 1.9％増  徴収率 97.12%） 

個人市民税は調定減や災害減免の影響により収納額が２１８２万円の減となったが、

法人市民税は製造業やサービス業を中心に調定が伸び９３３７万円の増収となった。 

固定資産税では一部企業の設備投資により償却資産分が増加したほか、家屋の新

増築数が増加したことなどにより１億６３２８万円の増収となった。 

このほか軽自動車税では登録台数の増加により増、たばこ税では消費税増税以降

売上げ本数が減少し減収となった。なお台風１８号、８月豪雨両災害による当年度の税

減免総額は７４５２万円である。 

 

 

 

 

 

  

歳入決算額  ４４,３７４,７４９,４６９円（前年度比 ２.２％増） 

歳出決算額  ４２,５５４,１９３,７６５円（前年度比 １.７％増） 

 

H26 H25 増減

個人市民税 ３３億９９８０万円 ３４億２１６２万円 ２１８２万円[  0.6％]減

法人市民税 １２億６７７８万円 １１億７４４１万円 ９３３７万円[  8.0％]増
固定資産税 ５７億７９５３万円 ５６億１６２５万円 １億６３２８万円[  2.9％]増
軽自動車税 １億９８６８万円 １億９３０１万円 ５６７万円[  2.9％]増

たばこ税 ７億６５３万円 ７億２７９９万円 ２１４６万円[  2.9％]減

都市計画税 ２億５４２０万円 ２億５４６３万円 ４３万円[  0.2％]減

　総額 １１６億１０８２万円 １１３億９２１８万円 ２億１８６４万円[  1.9％]増

歳入歳出とも過去２番目の大型決算 
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地方譲与税・府税交付金等  １７億３０６４万円（9802 万円  6.0％増) 

増収となった地方消費税交付金のうち、税率引上げ分は１億６２３０万円であった。自

動車取得税交付金は車体課税の見直しに伴う税率引下げの影響で減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方交付税  １１２億８６５１万円（8170 万円 0.7％減） 

普通交付税額は対前年度比２億１６６０万円（２.２％）の減となった。一方特別交付税

は８月豪雨災害が措置され、１億３４９０万円（８.８％）の増となった。普通交付税につい

ては個別算定経費や包括算定経費の減や地域経済・雇用対策費の縮減、地域の元気

づくり推進費の廃止などの制度変更が影響し、地域の元気創造事業費や公債費の増な

どにより、基準財政需要額は約１.８億円の減少となった（臨時財政対策債振替前）。 

また消費税増税により地方消費税交付金は算定上１億４６２６万円の増収とされたが、

これが全額基準財政収入額に算入されたことも普通交付税額を下押しした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※H25 の臨時財政対策債の実際の借入額は 19 億 5120 万円 

H26 H25 増減

普通交付税　Ａ－Ｂ（ただし錯誤等を反映） ９６億２２４８万円 ９８億３９０８万円 ２億１６６０万円[  2.2％]減
　基準財政需要額Ａ＝①②③④⑤⑥－⑦ １９２億５９２９万円 １９２億１１１２万円 ４８１７万円[  0.3％]増
　　　①個別算定経費 １４７億１０２万円 １４９億３７５８万円 ２億３６５６万円[  1.6％]減
　　　②地域経済・雇用対策費 ３億１１９５万円 ４億１９０８万円 １億７１３万円[ 25.6％]減
　　　③地域の元気づくり推進費 － ６６８４万円 ６６８４万円[ 皆減] 　　
　　　④地域の元気創造事業費 １億８８１１万円 －　 １億８８１１万円[ 皆増] 　　
　　　⑤公債費 ３１億１４１０万円 ２９億２７４９万円 １億８６６１万円[  6.4％]増
　　　⑥包括算定経費 ２６億６４８５万円 ２８億１１４１万円 １億４６５６万円[  5.2％]減
　　　⑦臨時財政対策債振替相当額 １７億２０７４万円 １９億５１２８万円 ２億３０５４万円[ 11.8％]減
　基準財政収入額Ｂ ９６億５２５２万円 ９３億８２０４万円 ２億７０４８万円[  2.9％]増

　※合併算定替特例加算額（臨財債含む） １７億５４６８万円 １９億５０９６万円 １億９６２８万円[ 10.1％]減

特別交付税 １６億６４０３万円 １５億２９１３万円 １億３４９０万円[  8.8％]増

普通交付税＋特別交付税 １１２億８６５１万円 １１３億６８２１万円 ８１７０万円[  0.7％]減

基準財政需要額（臨時財政対策債振替前）  

209.9億円(△1.8億円) 

基準財政収入額  

96.5億円(＋2.7億円) 

基準財政収入額のうち      
地方消費税増収分 ＋1.5億円 

普通交付税  

96.2億円(△2.2億円) 

臨時財政対策債  

17.2億円(△2.3億円) 

※ 

H26 H25 増減

地方譲与税 ３億８４２８万円 ４億５４万円 １６２６万円[  4.1％]減
利子割交付金 ２５５２万円 ２８９１万円 ３３９万円[ 11.7％]減

配当割交付金 ８６３６万円 ４５６６万円 ４０７０万円[ 89.1％]増
株式等譲渡所得割交付金 ４８９４万円 ７２２４万円 ２３３０万円[ 32.3％]減

地方消費税交付金 １０億１２３０万円 ８億４２６４万円 １億６９６６万円[ 20.1％]増
ゴルフ場利用税交付金 １１３１万円 ９４８万円 １８３万円[ 19.3％]増

自動車取得税交付金 ８０９８万円 １億４８５７万円 ６７５９万円[ 45.5％]減
国有提供施設等所在市町村助成交付金 １９４０万円 １９３１万円 ９万円[  0.5％]増

地方特例交付金 ４７６５万円 ４９３５万円 １７０万円[  3.4％]減
交通安全対策特別交付金 １３９１万円 １５９１万円 ２００万円[ 12.6％]減

　総額 １７億３０６４万円 １６億３２６２万円 ９８０２万円[  6.0％]増
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分担金及び負担金  ７億６３５６万円（2516 万円  3.4％増） 

保育所年間延利用者数が増加したため、また現年度分の収納率が向上したことなど

により保育料が１７６０万円増収となった。災害復旧事業の進捗に伴い受益者負担金も

増加した。 

 

 

 

 

 

 

使用料及び手数料  １０億１２９３万円（2161 万円  2.1％減) 

平成２６年４月１日から消費税率が８％に引き上げられたことを受け、税負担の円滑

かつ適正な転嫁を基本として引上げを実施した。 

市民体育館、市民運動場、温水プールの３施設の使用料は平成２６年度から指定管

理者に収受させる利用料金制に移行したことで皆減となった。ほかには市民交流プラ

ザふくちやまの供用開始による使用料の増などが特記事項である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国庫支出金  ５４億１２５４万円（1761 万円 0.3％減） 

国の経済対策に伴って平成２４、２５年度にそれぞれ創設された『地域の元気臨時交

付金（総額 １兆３，９７３億円）』、『がんばる地域交付金（総額 ８６９億円）』が一年遅れ

で決算に現れる結果となった。 

消費税率引上げに際して低所得者、子育て世帯への影響を緩和するために制度化

された臨時福祉給付金、子育て世帯臨時特例給付金の給付や事務費に対する財源

措置も臨時的な増加要因である。災害復旧費国庫負担金も増加した。 

 

H26 H25 増減

一般廃棄物・産業廃棄物手数料 ２億９０６３万円 ２億７１１７万円 １９４６万円[  7.2％]増

指定ごみ袋処理手数料 １億１２５７万円 １億３９８８万円 ２７３１万円[ 19.5％]減
市民交流プラザふくちやま使用料（駐車場含む） ９５５万円 －　 ９５５万円[ 皆増] 　　
火葬棟・葬祭棟等使用料 ３９５０万円 ３４６１万円 ４８９万円[ 14.1％]増

社会教育使用料 ８３７万円 ２６０７万円 １７７０万円[ 67.9％]減
　　　　うち　温水プール － １２２４万円 １２２４万円[ 皆減] 　　
　　　　　　　市民体育館 － ３０９万円 ３０９万円[ 皆減] 　　
　　　　　　　市民運動場 － ３５１万円 ３５１万円[ 皆減] 　　
　　　　　　　中央公民館(㉕170件→㉖556件） １１５万円 ３９万円 ７６万円[194.9％]増
市営住宅・団地内駐車場所等使用料 １億７５５４万円 １億７９４９万円 ３９５万円[  2.2％]減
道路占用料 １億５１８６万円 １億５２７２万円 ８６万円[  0.6％]減

　総額 １０億１２９３万円 １０億３４５４万円 ２１６１万円[  2.1％]減

H26 H25 増減

保育料（公立・私立・広域） ６億９９５４万円 ６億８１９４万円 １７６０万円[  2.6％]増
農地・農業用施設災害復旧事業 １００４万円 １１２万円 ８９２万円[796.4％]増
養護老人ホーム ２１８９万円 ２１８２万円 ７万円[  0.3％]増
居宅生活支援費 １６１３万円 １４９０万円 １２３万円[  8.3％]増

　総額 ７億６３５６万円 ７億３８４０万円 ２５１６万円[  3.4％]増
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府支出金  ３１億４２４９万円（4億 9152 万円 18.5％増） 

増加の主な要因は、平成２５年、２６年発生災害の復旧復興のための補助金が、事

業進捗に伴い伸びたことによる。ほかには有害鳥獣処理施設整備事業、穀物乾燥施

設再建支援事業、国保基盤安定事業府負担金などが主な増加項目である。 

減少項目は京都府こども未来基金、緊急雇用特別対策事業などである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H25 増減

がんばる地域交付金（H25国の経済対策） １億９４２２万円 －　 １億９４２２万円[ 皆増] 　　

臨時福祉給付金事業 １億２６５６万円 １７２万円 １億２４８４万円[7258.1％]増

子育て世帯臨時特例給付金 １億５７３万円 －　 １億５７３万円[ 皆増] 　　
災害復旧費国庫負担金 １億２２８４万円 ９１８万円 １億１３６６万円[1238.1％]増

市民会館・中央公民館改修事業（暮らしにぎわい再生事業補助金）
９７４０万円 －　 ９７４０万円[ 皆増] 　　

市営住宅復旧事業 ９４７５万円 －　 ９４７５万円[ 皆増] 　　
南天田団地建替事業（社会資本整備総合交付金（現年・繰越明許費分・逓次繰越分）

１億８５４４万円 ８９５９万円 ９５８５万円[107.0％]増
小学校・中学校環境改善交付金 ２億６０６５万円 １億６９０４万円 ９１６１万円[ 54.2％]増
介護給付費（福祉サービス） ６億８３８１万円 ６億２２４８万円 ６１３３万円[  9.9％]増
地域の元気臨時交付金（Ｈ２４緊急経済対策） － ３億３３２８万円 ３億３３２８万円[ 皆減] 　　
（仮称）市民交流プラザふくちやま建設事業（暮らしにぎわい再生事業補助金）

－ ４億９２９７万円 ４億９２９７万円[ 皆減] 　　
消防救急無線デジタル化整備事業 － １億４１８０万円 １億４１８０万円[ 皆減] 　　
ごみ焼却施設基幹的設備改良事業 ９７０３万円 １億６３００万円 ６５９７万円[ 40.5％]減

地域経済循環創造事業交付金 ３０００万円 ６２９８万円 ３２９８万円[ 52.4％]減
児童手当負担金 ９億４４９７万円 ９億６７９１万円 ２２９４万円[  2.4％]減
生活保護費等負担金 １１億７５１２万円 １１億９６７９万円 ２１６７万円[  1.8％]減

　総額 ５４億１２５４万円 ５４億３０１５万円 １７６１万円[  0.3％]減

福知山北部地域多目的グラウンド周辺整備事業 ５１９２万円、小中学校施設空調設備設置事

業 ７１１２万円、幼稚園施設改修事業 ４７４６万円、消防水利整備事業 ７７６万円 ほか

H26 H25 増減

地域再建被災者住宅等支援事業 ３億５５３６万円 １億２１５６万円 ２億３３８０万円[192.3％]増

災害復旧費府補助金 ２億１４２９万円 １４３４万円 １億９９９５万円[1394.4％]増
有害鳥獣処理施設整備事業（繰越分） ５６２７万円 －　 ５６２７万円[ 皆増] 　　

穀物乾燥施設再建支援事業 ４０９０万円 －　 ４０９０万円[ 皆増] 　　

国保基盤安定事業府負担金 ２億１０２９万円 １億８１５０万円 ２８７９万円[ 15.9％]増
災害に強い森づくり事業委託金 １８６０万円 －　 １８６０万円[ 皆増] 　　

保育所運営費（私立・広域） ２億５３９４万円 ２億４２０９万円 １１８５万円[  4.9％]増

老人医療助成事業 ８８１７万円 ７６３４万円 １１８３万円[ 15.5％]増
後期高齢基盤安定負担金（保険料軽減分） １億７５１６万円 １億６３９５万円 １１２１万円[  6.8％]増

京都府こども未来基金 ５８１８万円 １億２３０４万円 ６４８６万円[ 52.7％]減
緊急雇用特別対策事業 ３５０３万円 ９０２２万円 ５５１９万円[ 61.2％]減
みらい戦略一括・行財政改革支援等特別交付金 １億１４５６万円 １億２６１０万円 １１５４万円[  9.2％]減

徴税費委託金 １億２３００万円 １億２１７１万円 １２９万円[  1.1％]増
介護給付費（福祉サービス） ２億９３７４万円 ２億９３７６万円 ２万円[  0.0％]減
児童手当負担金 ２億３４７万円 ２億４６８万円 １２１万円[  0.6％]減

中山間地域等直接支払交付事業 １億４１９万円 １億４０２万円 １７万円[  0.2％]増

　総額 ３１億４２４９万円 ２６億５０９７万円 ４億９１５２万円[ 18.5％]増
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財産収入  ５億８９５３万円（1 億 1035 万円 23.0％増） 

公社継承土地の売却収入は９２９１万円の減収となったが、消防署跡地を含め普通

財産土地（里道・水路を除く）が２億１１８４万円伸びたため土地売払収入全体として増

収を確保した。 

 

 

 

 

 

 

 

寄附金  ６７７５万円（6241 万円 1168.7％増） 

平成２６年度にふるさと納税推進事業要綱を制定し、充当メニューの拡充と記念品等

の充実に努めたことや、大口寄附（６０００万円）を受けたことなどにより６２４１万円の  

増収を図ることができた。 

 

 

 

 

 

繰入金  １６億２０４１万円（5201 万円  3.3％増) 

８月豪雨災害の復旧復興のため財政調整基金を１０億円取崩して繰入れしたこと、 

２５年度限りの地域の元気臨時交付金基金を全額繰入れ廃止したことが増加の要因で

ある。ただし土地区画整理事業への繰出しのための取崩しをはじめ、その他の基金 

繰入れは概ね減少し、総額では５２０２万円の増となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H25 増減

一般寄附金 ６８万円 ４４万円 ２４万円[ 54.5％]増
指定寄附金 ６７０７万円 ４９０万円 ６２１７万円[1268.8％]増
　※うちふるさと納税（㉕ 19件 → ㉖ 24件） ６２５７万円 １０３万円 ６１５４万円[5974.8％]増

　総額 ６７７５万円 ５３４万円 ６２４１万円[1168.7％]増

H26 H25 増減

土地売払収入 ２億９９０９万円 １億８１０１万円 １億１８０８万円[ 65.2％]増

土地建物貸付収入 ２億１２２３万円 ２億５８８万円 ６３５万円[  3.1％]増
自動販売機設置貸付収入 ２１４０万円 ９３９万円 １２０１万円[127.9％]増

利子及び配当金 １８６３万円 ３４８１万円 １６１８万円[ 46.5％]減

　総額 ５億８９５３万円 ４億７９１８万円 １億１０３５万円[ 23.0％]増

○公社継承土地 ㉕１億１７７１万円→㉖２４８０万円 ○法定外公共用財産（里道・水路） ㉕ ５７４万円

→㉖ ４８９万円 ○その他の普通財産土地 ㉕ ５７５６万円 → ㉖ ２億６９４０万円

H26 H25 増減

財政調整基金 （㉕災害・㉖災害） １０億円 ６億円 ４億円[ 66.7％]増
地域の元気臨時交付金基金（廃止） ２億５３８５万円 － ２億５３８５万円[ 皆増] 　　
鉄道網整備事業及び関連都市計画事業基金 ５９４３万円 ３億４４９２万円 ２億８５４９万円[ 82.8％]減
第三セクター等改革推進債償還基金 １億２０００万円 ３億円 １億８０００万円[ 60.0％]減
ふるさと創生事業基金 ３９２万円 ４７５５万円 ４３６３万円[ 91.8％]減

地域振興施設維持補修基金 ８４３万円 ４６０５万円 ３７６２万円[ 81.7％]減
佐藤八重子記念子ども読書活動振興基金 ２０８２万円 ４９６９万円 ２８８７万円[ 58.1％]減

　総額 １６億２０４１万円 １５億６８４０万円 ５２０１万円[  3.3％]増
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諸収入  ５億８２７１万円（2億 7437 万円 32.0％減） 

平成２５年度のガス事業剰余金収入３億９４４７万円が皆減となり全体を押し下げてい

るが、これを除外すれば１億１８５０万円の増収となっている。主な増加項目は有害鳥獣

処理施設整備他市負担金、市有財産の災害復旧に対する建物総合損害共済災害共

済金などである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市債  ５４億３２８３万円（2億 9737 万円  5.2％減) 

市民交流プラザふくちやま建設事業の終了により１６億９４６０万円の減、また地方財

政計画に基づき臨時財政対策債も２億３０４６万円の減となった。 

増加項目は市庁舎耐震化・長寿命化改修事業などである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H25 増減

延滞金 ３２４７万円 ３２７８万円 ３１万円[  0.9％]減
病院事業会計貸付金元利収入 １億４３０万円 １億４３０万円 －　
貸付金元利収入（病院事業会計以外） １９７０万円 １０２１万円 ９４９万円[ 92.9％]増
以下、雑入のうち主なもの

　　消防団員退職報償事業 ５７２４万円 ７４２万円 ４９８２万円[671.4％]増
　　有害鳥獣処理施設整備他市負担金 ３８１８万円 －　 ３８１８万円[ 皆増] 　　
　　建物総合損害共済災害共済金 ２５２８万円 ８１万円 ２４４７万円[3021.0％]増
　　ガス事業余剰金収入 － ３億９４４７万円 ３億９４４７万円[ 皆減] 　　
　　有害鳥獣被害防止対策費（金網フェンス等） － ６０５２万円 ６０５２万円[ 皆減] 　　
　　京都地方税機構負担金 ４４５６万円 ４４４０万円 １６万円[  0.4％]増
　　放課後児童クラブ利用料金 ２８８８万円 ２２８３万円 ６０５万円[ 26.5％]増
　　広告料収入 １８２万円 １０５万円 ７７万円[ 73.3％]増

　総額 ５億８２７１万円 ８億５７０８万円 ２億７４３７万円[ 32.0％]減

H26 H25 増減

市庁舎耐震化・長寿命化改修（合併特例） ４億４６０万円 ６０１０万円 ３億４４５０万円[573.2％]増
市民会館・中央公民館改修事業（合併特例） ２億７９２０万円 －　 ２億７９２０万円[ 皆増] 　　
ごみ焼却施設基幹的設備改良（一般廃棄物） ３億５４８０万円 １億１８４０万円 ２億３６４０万円[199.7％]増
南天田団地建替事業（公営住宅建設） ２億１２８０万円 －　 ２億１２８０万円[ 皆増] 　　
災害復旧事業債 ２億８０２０万円 １億４１０万円 １億７６１０万円[169.2％]増

１億４６８０万円 －　 １億４６８０万円[ 皆増] 　　
大呂自然休養村整備（辺地対策） １億５７８０万円 ２２３０万円 １億３５５０万円[607.6％]増

有害鳥獣処理施設整備（合併特例） １億１６７０万円 －　 １億１６７０万円[ 皆増] 　　
桃映中学校北校舎改築事業（学校教育施設等） １億９３１０万円 ７８９０万円 １億１４２０万円[144.7％]増

１億３９００万円 ４５８０万円 ９３２０万円[203.5％]増
国保新大江病院事業会計負担金（合併特例） ６２８０万円 －　 ６２８０万円[ 皆増] 　　

６０５０万円 １９２０万円 ４１３０万円[215.1％]増

放課後児童クラブ運営（合併特例） ３９９０万円 －　 ３９９０万円[ 皆増] 　　
ＫＴＲ大江駅バリアフリー化事業（過疎対策） ３８４０万円 －　 ３８４０万円[ 皆増] 　　

－ １６億９４６０万円 １６億９４６０万円[ 皆減] 　　
消防救急無線デジタル化整備事業（㉕合併特例、㉖緊急防災・減災）

５３６０万円 ４億２３８０万円 ３億７０２０万円[ 87.4％]減

臨時財政対策債 １７億２０７４万円 １９億５１２０万円 ２億３０４６万円[ 11.8％]減
北部地域多目的グラウンド整備（合併特例） － １億５０５０万円 １億５０５０万円[ 皆減] 　　

　総額 ５４億３２８３万円 ５７億３０２０万円 ２億９７３７万円[  5.2％]減

中学校耐震改修（㉕緊急防災・減災 ㉖全国防災）

街路事業（多保市正明寺線高畑工区）（公共事業等）

(仮称)市民交流プラザふくちやま建設事業(合併特例)

小中学校施設空調設備設置事業（合併特例・過疎対策）
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繰越金  １１億２２０３万円（5 億 8079 万円 107.3％増) 

平成２４年度と比較して平成２５年度の実質収支が増加したことに対応し、平成２６年

度受入れの純繰越金は増加した。継続費逓次繰越分、繰越明許費分、事故繰越分は

災害などで前年度からの繰越事業数が増加（㉕27 事業→㉖47 事業）したことによる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○歳出総額  ４２５億５４２０万円（7 億 2566 万円 1.7％増） 

※ 以下、歳出の分類は「地方財政状況調査」の性質別区分による。 

歳出総額は、４２５億５４１９万３７６５円で対前年度比,７億２５６５万２０４４円の増となっ

た。 

土地開発公社を解散した平成２４年度に次いで過去２番目の大型決算となった。 

性質別区分で前年度に比べて減少したものは、公債費、積立金、繰出金の３区分 

（合計１０.９億円）のみとなり、その他はいずれも増加（合計１８.２億円）した。 

給与減額措置の復元、人事院勧告、消費税率の８％への引上げ、これに伴う臨時的

給付事業の実施、さらには連年災害への対応など外部要因も重なり支出全般が拡大す

ることとなった。 

市民交流プラザふくちやまの建設が前年度に終了したことなどで普通建設事業費は 

５億４６０４万円の減少となった。 

 

義務的経費  ２０２億６３６９万円（4億 753 万円  2.1％増) 

＊義務的経費＝人件費＋扶助費＋公債費 

 

義務的経費は人件費、扶助費、公債費の合計である。平成２５年度決算と比較して、

公債費は減少しているが、人件費及び扶助費ではともに制度変更の影響を受け大幅

な増加となった。 

 

 

 

 

 

 

H26 H25 増減

純繰越金（実質収支の1/2） ４億７７９４万円 ３億３０８５万円 １億４７０９万円[ 44.5％]増
継続費逓次繰越分 ２億９１０万円 ９７４４万円 １億１１６６万円[114.6％]増
繰越明許費分 ４億３４０１万円 １億１２９６万円 ３億２１０５万円[284.2％]増
事故繰越分 ９７万円 － ９７万円[ 皆増] 　　

　総額 １１億２２０３万円 ５億４１２４万円 ５億８０７９万円[107.3％]増

H26 H25 増減

人件費 ６９億７８２８万円 ６６億５２１１万円 ３億２６１７万円[  4.9％]増
扶助費 ８１億１６９３万円 ７６億４３８２万円 ４億７３１１万円[  6.2％]増
公債費 ５１億６８４８万円 ５５億６０２３万円 ３億９１７５万円[  7.0％]減

　総額 ２０２億６３６９万円 １９８億５６１６万円 ４億７５３万円[  2.1％]増
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人件費  ６９億７８２８万円（3 億 2617 万円  4.9％増) 

平成２５年度において国の要請に基づき実施していた一般職の給与減額措置（給料

△５.２％、期末勤勉手当△３.６％）が復元されたこと、また７年ぶりとなる人事院の引上

げ勧告に準じたことにより基本給、期末勤勉手当等が増額となった。災害対応に関わる

超過勤務手当も増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

扶助費  ８１億１６９３万円（4 億 7311 万円  6.2％増) 

自立支援給付（障害福祉サービス等）で１億２０４４万円の増加となったほか、臨時的

な要因として、消費税率引上げの影響緩和のために新設された臨時福祉給付金事業、

子育て世帯臨時特例給付金事業が扶助費全体を押し上げた。生活保護費扶助事業

は４８７万円減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H25 増減

基本給（給料＋扶養手当） ２６億４２６８万円 ２５億１５４３万円 １億２７２５万円[  5.1％]増
超過勤務手当 ３億２３０３万円 ２億４２９７万円 ８００６万円[ 33.0％]増
期末勤勉手当 ９億５１６５万円 ８億８３１５万円 ６８５０万円[  7.8％]増
退職手当 ８億２１２４万円 ８億６５３４万円 ４４１０万円[  5.1％]減
地方公務員共済組合等負担金 ９億７２８２万円 ９億１５４０万円 ５７４２万円[  6.3％]増

議員報酬手当 １億６１３３万円 １億５９５５万円 １７８万円[  1.1％]増
委員等報酬 ７億５５２１万円 ７億３１２９万円 ２３９２万円[  3.3％]増

　総額 ６９億７８２８万円 ６６億５２１１万円 ３億２６１７万円[  4.9％]増

H26 H25 増減

自立支援給付（障害福祉サービス等）事業 １２億９８５０万円 １１億７８０６万円 １億２０４４万円[ 10.2％]増

臨時福祉給付金事業 １億６９３万円 －　 １億６９３万円[ 皆増] 　　

子育て世帯臨時特例給付金事業 ９９８６万円 －　 ９９８６万円[ 皆増] 　　
保育所委託事業 １７億４０４５万円 １６億５８７５万円 ８１７０万円[  4.9％]増

ふくふく医療費支給事業 ７２１８万円 ５３２４万円 １８９４万円[ 35.6％]増

福祉医療給付事業（老） １億２７５０万円 １億１３０６万円 １４４４万円[ 12.8％]増
ひとり親家庭自立支援給付金事業 ９１２万円 －　 ９１２万円[ 皆増] 　　
母子家庭自立支援給付金事業
(※H26からひとり親家庭自立支援給付金事業に変更) － ８１９万円 ８１９万円[ 皆減] 　　
京都子育て支援医療費支給事業 １億９５５万円 １億３６４万円 ５９１万円[  5.7％]増
災害見舞金事業 ２７６５万円 ２２２０万円 ５４５万円[ 24.5％]増
公立保育所運営事業 ２億５３４万円 ２億２２１０万円 １６７６万円[  7.5％]減
児童扶養手当事業 ３億３５２６万円 ３億４７２３万円 １１９７万円[  3.4％]減

福祉医療費（障害）給付事業 ２億１３７８万円 ２億２１２３万円 ７４５万円[  3.4％]減
児童手当事業 １３億５０９５万円 １３億５７３７万円 ６４２万円[  0.5％]減
生活保護扶助事業 １６億８８０万円 １６億１３６７万円 ４８７万円[  0.3％]減
小学校就学援助事業・特別支援就学奨励事業 ５２４８万円 ５５３０万円 ２８２万円[  5.1％]減

老人保護措置事業 １億３８９６万円 １億４１６６万円 ２７０万円[  1.9％]減
重度心身健康管理事業 １億２６５３万円 １億２７６９万円 １１６万円[  0.9％]減
外出支援助成事業 １６７６万円 １７９１万円 １１５万円[  6.4％]減
風しん予防接種緊急助成事業 － １１１万円 １１１万円[ 皆減] 　　

福祉医療費（ひとり親）支給事業 ５２４７万円 ５３５２万円 １０５万円[  2.0％]減

　総額 ８１億１６９３万円 ７６億４３８２万円 ４億７３１１万円[  6.2％]増
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公債費  ５１億６８４８万円（3 億 9175 万円  7.0％減) 

定期償還額、繰上償還ともに減少した。平成１０年度に借り入れたごみ焼却施設整

備事業（一般廃棄物処理事業債）１６億７１５０万円の１５年償還が前年度で終了したこ

となどにより定期償還が減少した。繰上償還の内訳は、第三セクター等改革推進債１億

２０００万円と、過疎対策債１３７０万円及び補助災害復旧事業債である（元金ベース）。 

 

 

 

 

 

物件費  ４７億９７６４万円（1 億 4390 万円  3.1％増) 

基幹系システム等更新事業、市民交流プラザふくちやま管理運営事業、公立保育所

運営事業などが主な増加項目である。既設公園管理事業は平成２６年度から新しい指

定管理期間となった。このほか水痘予防接種、高齢者の肺炎球菌ワクチン接種につい

て公費負担制度による定期接種が新たに始まったことも増加の一因である。消費税率

の引き上げに伴い、歳出額は各事業で増加している。 

主な減少項目はガス事業会計清算事業、（仮称）市民交流プラザ図書館資料購入

事業、災害ごみ対策処理事業などである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H25 増減

定期償還 ５０億２６５５万円 ５２億１０２３万円 １億８３６８万円[  3.5％]減
繰上償還 １億４１５２万円 ３億５０００万円 ２億８４８万円[ 59.6％]減

　総額 ５１億６８４８万円 ５５億６０２３万円 ３億９１７５万円[  7.0％]減

H26 H25 増減
基幹系システム等更新事業 ７５８２万円 －　 ７５８２万円[ 皆増] 　　
市民交流プラザふくちやま管理運営事業 ５１１４万円 －　 ５１１４万円[ 皆増] 　　

公立保育所運営事業 １億２５８３万円 １億５９万円 ２５２４万円[ 25.1％]増
人事管理事業（臨時職員賃金） ５９５０万円 ３４７３万円 ２４７７万円[ 71.3％]増
有害鳥獣捕獲事業 ９１３６万円 ６７０３万円 ２４３３万円[ 36.3％]増
既設公園管理事業 ２億２０６９万円 １億９８４９万円 ２２２０万円[ 11.2％]増

電算システム等一般管理事業 １億８７０万円 ８６９１万円 ２１７９万円[ 25.1％]増
資料収集整理事業（図書館） ３００６万円 ８５３万円 ２１５３万円[252.4％]増
衆議院総選挙及び最高裁国民審査執行事業 １８７５万円 －　 １８７５万円[ 皆増] 　　
中央館運営事業 ３１４５万円 １４０１万円 １７４４万円[124.5％]増

水痘予防接種事業 １７３１万円 －　 １７３１万円[ 皆増] 　　
高齢者の肺炎球菌ワクチン接種事業 １２４３万円 －　 １２４３万円[ 皆増] 　　
ガス事業会計清算事業 － ４９９４万円 ４９９４万円[ 皆減] 　　
（仮称）市民交流プラザ図書館資料購入事業 － ４７５５万円 ４７５５万円[ 皆減] 　　

災害ごみ対策処理事業 ５４８０万円 ９６５７万円 ４１７７万円[ 43.3％]減
佐藤八重子記念子ども読書活動振興事業 － ２９５５万円 ２９５５万円[ 皆減] 　　
市民会館運営事業 － ２４５４万円 ２４５４万円[ 皆減] 　　
地籍調査事業 ３９６万円 ２７５９万円 ２３６３万円[ 85.6％]減

介護・看護人材確保事業（緊急雇用） － ２１９３万円 ２１９３万円[ 皆減] 　　
参議院議員通常選挙執行事業 － ２０５９万円 ２０５９万円[ 皆減] 　　
固定資産評価替え事業 １４２０万円 ３２０６万円 １７８６万円[ 55.7％]減
基幹系システム更新事業 － １６２９万円 １６２９万円[ 皆減] 　　

公園施設長寿命化計画策定事業 － １５１０万円 １５１０万円[ 皆減] 　　
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維持補修費  ４億６８０８万円（1億 2698 万円 37.2％増) 

前年度に引き続き実施した災害応急復旧事業（道路維持費）は臨時的な内容ながら

６２２８万円の大幅な増加となった。除雪関連事業や小中学校の営繕・改修も増加し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助費等  ４０億３６１５万円（1億 8301 万円  4.7％増) 

救命救急センターの運用開始が主因となり、病院事業会計に対する負担金が１億 

１０５９万円増加した。下水道事業、国保新大江病院事業、水道事業に対する一般会

計負担金もそれぞれ増加し、企業会計に対する負担金は総額で２２億５０５６万円と補

助費等の５５.８％を占めることとなり、補助費等の決算額を押し上げた。 

このほか連年災害を受けた事業者を対象とする新規の被災中小企業者事業再開緊

急支援事業が皆増、消防団員報償事業も大幅に増加した。 

他方、ガス事業会計清算事業は皆減となり、税等償還事業は４７４２万円減少した。  

H26 H25 増減
　※以下、H26物件費決算額が5000万円以上の事業

学校給食管理運営事業（市給食センター） １億６２４９万円 １億６０６４万円 １８５万円[  1.2％]増
小学校一般管理事業 １億５１０４万円 １億４６４９万円 ４５５万円[  3.1％]増
放課後児童クラブ運営事業 １億７６１万円 １億３１２万円 ４４９万円[  4.4％]増

し尿収集事業 １億１８２万円 ９９２６万円 ２５６万円[  2.6％]増
廃棄物処理施設等運転管理委託事業 ９５９０万円 ９３２４万円 ２６６万円[  2.9％]増
庁舎管理事業 ７９５８万円 ７４７０万円 ４８８万円[  6.5％]増
リサイクル関連事業 ７４７１万円 ７７１１万円 ２４０万円[  3.1％]減
中学校一般管理事業 ６７３７万円 ６５６５万円 １７２万円[  2.6％]増
妊婦健康診査事業 ５９３９万円 ６２８７万円 ３４８万円[  5.5％]減

市バス運行事業 ５７２２万円 ５７５２万円 ３０万円[  0.5％]減
指定ごみ袋作製事業 ５３０２万円 ５３６２万円 ６０万円[  1.1％]減

　総額 ４７億９７６４万円 ４６億５３７４万円 １億４３９０万円[  3.1％]増

H26 H25 増減

災害応急復旧事業（道路維持費） ７４３７万円 １２０９万円 ６２２８万円[515.1％]増

除雪関連事業 １億１１９２万円 ７６２６万円 ３５６６万円[ 46.8％]増
第４種公認陸上競技場整備事業 ７６８万円 －　 ７６８万円[ 皆増] 　　
小学校施設改修・営繕事業 ２３４４万円 １８２４万円 ５２０万円[ 28.5％]増

公設市場災害復旧事業 ３２２万円 －　 ３２２万円[ 皆増] 　　
市民交流プラザふくちやま管理運営事業 ３１０万円 －　 ３１０万円[ 皆増] 　　
市営住宅修繕事業 ３０１３万円 ３５８７万円 ５７４万円[ 16.0％]減
道路維持管理事業 １億６４６万円 １億１０１７万円 ３７１万円[  3.4％]減
環境パーク運転・維持管理事業 １５９７万円 １５０１万円 ９６万円[  6.4％]増
長田野工業団地維持管理事業 １３９２万円 １５４６万円 １５４万円[ 10.0％]減
中学校校舎等施設営繕事業 １３４９万円 １０７２万円 ２７７万円[ 25.8％]増

　総額 ４億６８０８万円 ３億４１１０万円 １億２６９８万円[ 37.2％]増



12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

積立金  １０億４４２５万円（5 億 6912 万円 35.3％減) 

合併算定替逓減対策基金の積立を実施しなかったため、また平成２５年度限定で 

実施した地域の元気臨時交付金積立の反動減もあり、全体として大幅な減少となった。 

普通財産売却収入積立事業は土地の売却が進んだことにより増額となった。 

大口の指定寄附があったためにふるさと創生事業基金造成事業も増となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H25 増減

普通財産売却収入積立事業 ２億５７０３万円 ６２８０万円 １億９４２３万円[309.3％]増

ふるさと創生事業基金造成事業 ６０００万円 －　 ６０００万円[ 皆増] 　　

合併算定替逓減対策基金積立事業 － ４億６８６２万円 ４億６８６２万円[ 皆減] 　　
地域の元気臨時交付金基金積立事業 － ２億５３５６万円 ２億５３５６万円[ 皆減] 　　

三セク債償還基金積立事業 １億３３２６万円 ２億２４０６万円 ９０８０万円[ 40.5％]減

基金預金利子積立 １７５２万円 ３３９５万円 １６４３万円[ 48.4％]減

地域振興基金造成事業 ２億６６００万円 ２億６６００万円 －　
過疎地域自立促進基金造成事業 １億７７４０万円 １億７３００万円 ４４０万円[  2.5％]増

減債基金積立事業 １億４３０万円 １億４３０万円 －　

　総額 １０億４４２５万円 １６億１３３７万円 ５億６９１２万円[ 35.3％]減

H26 H25 増減

病院事業会計負担金 １０億７０５５万円 ９億５９９６万円 １億１０５９万円[ 11.5％]増

下水道事業会計負担金 ９億９２１２万円 ９億２２００万円 ７０１２万円[  7.6％]増
国保新大江病院事業会計負担金 ８４６６万円 ２７０６万円 ５７６０万円[212.9％]増
被災中小企業者事業再開緊急支援事業 ５０４１万円 －　 ５０４１万円[ 皆増] 　　
消防団員報償事業 ５７２４万円 ７４２万円 ４９８２万円[671.4％]増

新規就農総合支援事業 ３０７５万円 １７１９万円 １３５６万円[ 78.9％]増
農地・水・環境保全向上対策事業 ４０９８万円 ２７７５万円 １３２３万円[ 47.7％]増
福知山市土地改良区活動支援事業 ３３１１万円 ２０６８万円 １２４３万円[ 60.1％]増
農地中間管理事業 １１２６万円 －　 １１２６万円[ 皆増] 　　

介護人材確保対策事業 １２０４万円 １６１万円 １０４３万円[647.8％]増
補助金等償還事業 ２３３４万円 １億１９８０万円 ９６４６万円[ 80.5％]減
ガス事業会計清算事業 － ５４５４万円 ５４５４万円[ 皆減] 　　
税等償還事業 ３１１５万円 ７８５７万円 ４７４２万円[ 60.4％]減

佐藤太清記念美術館特別展事業 １０６万円 ２４０７万円 ２３０１万円[ 95.6％]減
地方バス路線運行事業 ５９２６万円 ７２２１万円 １２９５万円[ 17.9％]減
企業誘致促進特別対策事業 １４２９万円 ２６３９万円 １２１０万円[ 45.9％]減
民間保育所運営事業 ３億９４２万円 ３億５１万円 ８９１万円[  3.0％]増
中山間地域等直接支払交付事業 １億３９９０万円 １億３９６７万円 ２３万円[  0.2％]増
ＫＴＲ経営支援事業 １億３４３３万円 １億３１５７万円 ２７６万円[  2.1％]増
水道事業会計負担金 １億３２３万円 ９６７５万円 ６４８万円[  6.7％]増
水洗化促進補助事業 ５６０６万円 ５６１４万円 ８万円[  0.1％]減
社会福祉協議会活動費等補助事業 ５２５６万円 ５０４５万円 ２１１万円[  4.2％]増

　総額 ４０億３６１５万円 ３８億５３１４万円 １億８３０１万円[  4.7％]増

〔企業会計〕

〔企業会計〕

〔企業会計〕

〔企業会計〕
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貸付金・出資金  ８４２０万円（5906 万円 234.9％増) 

災害救助法の適用を受けた８月豪雨災害での災害援護資金貸付事業が、前年度 

台風１８号災害での貸付額に比べて大幅な増額となった。くらしの資金貸付金の増加も

災害が主因である。またふるさと融資貸付事業が皆増、介護人材確保対策事業も増と

なった。 

 

 

 

 

 

 

 

繰出金  ４２億７０２７万円（1 億 2883 万円  2.9％減) 

駅周辺、石原の両土地区画整理事業特別会計への繰出しがそれぞれ皆減、大幅減

となり全体として減少した。反対に施設更新と公債費が増加した地域情報通信ネットワ

ーク事業（e－ふくちやま）、給付費等が増加した介護保険事業に対する繰出しはあわ

せて２億円余の大きな伸びとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

投資的経費  ７５億８９９２万円（5 億 312 万円  7.1％増)  
 

普通建設事業費は補助事業の増と単独事業の減により全体として減少したが、災害

復旧事業費が平成１８年度（１４.５億円）以来の水準となり、投資的経費全体の増加要

因となった。 

 

 

 

 

H26 H25 増減

災害援護資金貸付事業 ２９９０万円 ３４０万円 ２６５０万円[779.4％]増

ふるさと融資貸付事業 ２５００万円 －　 ２５００万円[ 皆増] 　　

くらしの資金等管理事業（貸付金） １３３３万円 ４５４万円 ８７９万円[193.6％]増

介護人材確保対策事業 ３３７万円 １００万円 ２３７万円[237.0％]増

地域医療・医療従事者養成確保事業 １２６０万円 １６２０万円 ３６０万円[ 22.2％]減

　総額 ８４２０万円 ２５１４万円 ５９０６万円[234.9％]増

H26 H25 増減

地域情報通信ネットワーク事業特別会計繰出金 ６億２８６１万円 ４億８５２９万円 １億４３３２万円[ 29.5％]増
介護保険事業特別会計繰出金 １１億３３４６万円 １０億７３６１万円 ５９８５万円[  5.6％]増
福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計繰出 － １億６５６５万円 １億６５６５万円[ 皆減] 　　
石原土地区画整理事業特別会計繰出金 ５９４３万円 １億７９２７万円 １億１９８４万円[ 66.8％]減

簡易水道事業特別会計繰出金 ３億３４１３万円 ３億６１９８万円 ２７８５万円[  7.7％]減

後期高齢者医療事業特別会計繰出金 １０億５５８万円 １０億２３６８万円 １８１０万円[  1.8％]減

国民健康保険事業特別会計繰出金 ６億３１１万円 ５億９８７１万円 ４４０万円[  0.7％]増

農業集落排水施設事業特別会計繰出金 ４億８４２３万円 ４億８０６９万円 ３５４万円[  0.7％]増

　総額 ４２億７０２７万円 ４３億９９１０万円 １億２８８３万円[  2.9％]減

H26 H25 増減

普通建設事業費（補助事業） ３８億５９８万円 ３０億３８１万円 ８億２１７万円[ 26.7％]増
普通建設事業費（単独事業） ２４億７万円 ３７億４８２８万円 １３億４８２１万円[ 36.0％]減
災害復旧事業費 １３億８３８７万円 ３億３４７１万円 １０億４９１６万円[313.5％]増

　総額 ７５億８９９２万円 ７０億８６８０万円 ５億３１２万円[  7.1％]増
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○普通建設事業費（補助事業） ３８億５９８万円（8億 217 万円  26.7％増) 

平成２５年および２６年発生災害の被災者に対する地域再建被災者住宅等支援事

業が大幅な増となった。南天田団地建替事業は平成２４年度からの継続事業の最終年

度で事業費が増加した。前年度で終了した「（仮称）市民交流プラザふくちやま建設事

業」は減額要因となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○普通建設事業費（単独事業等） ２４億７万円（13 億 4821 万円  36.0％減) 

継続事業が前年度で終了した「（仮称）市民交流プラザふくちやま建設事業」の影響

で全体が減少した。主な増加項目は市庁舎耐震化・長寿命化改修事業、大呂自然  

休養村整備事業、市民会館・中央公民館改修事業、有害鳥獣処理施設整備事業など

である。 

 

 

 

 

 

 

 

H26 H25 増減

地域再建被災者住宅等支援事業 ５億３３０４万円 １億８２３５万円 ３億５０６９万円[192.3％]増
南天田団地建替事業（継続費・単年度） ５億４６１１万円 １億８４３２万円 ３億６１７９万円[196.3％]増
市民会館・中央公民館改修事業 ２億４３５０万円 －　 ２億４３５０万円[ 皆増] 　　
小学校施設空調設備設置事業 ２億１０３３万円 －　 ２億１０３３万円[ 皆増] 　　

ごみ焼却施設基幹的設備改良事業（継続費） ４億９０７９万円 ２億８９８３万円 ２億９６万円[ 69.3％]増
桃映中学校北校舎改築事業（継続費・単年度） ２億８０１１万円 １億３２２６万円 １億４７８５万円[111.8％]増
中学校耐震改修事業 ２億２５０４万円 ９７５２万円 １億２７５２万円[130.8％]増

中学校施設空調設備設置事業 １億３０２万円 －　 １億３０２万円[ 皆増] 　　
有害鳥獣処理施設整備事業 ８９５９万円 －　 ８９５９万円[ 皆増] 　　
幼稚園施設改修事業 ７１１２万円 －　 ７１１２万円[ 皆増] 　　

街路事業（多保市正明寺線 高畑工区） １億６０１４万円 ９８７８万円 ６１３６万円[ 62.1％]増
三段池公園カルチャーパーク整備事業 １億４７０２万円 ９３７３万円 ５３２９万円[ 56.9％]増
消防車両更新事業 ５４９７万円 －　 ５４９７万円[ 皆増] 　　

社会資本整備総合交付金事業（経済対策分） ５２００万円 －　 ５２００万円[ 皆増] 　　
放課後児童クラブ運営事業 ５０９３万円 －　 ５０９３万円[ 皆増] 　　
（仮称）市民交流プラザふくちやま建設事業 － ８億８９７５万円 ８億８９７５万円[ 皆減] 　　

消防救急無線デジタル化整備事業 ５３６５万円 ２億８３５９万円 ２億２９９４万円[ 81.1％]減
小学校耐震改修事業 ５５８９万円 １億５１１８万円 ９５２９万円[ 63.0％]減
社会資本整備総合交付金事業（道路整備） ４５０７万円 １億３６３万円 ５８５６万円[ 56.5％]減
民間保育所施設整備事業 ３９０１万円 ９７４３万円 ５８４２万円[ 60.0％]減
複合施設による地域経済活性化事業 － ５０００万円 ５０００万円[ 皆減] 　　

　総額 ３８億５９８万円 ３０億３８１万円 ８億２１７万円[ 26.7％]増

H26 H25 増減

市庁舎耐震化・長寿命化改修事業 ４億２６００万円 ６３２９万円 ３億６２７１万円[573.1％]増

大呂自然休養村整備事業 １億５８０８万円 ２４４０万円 １億３３６８万円[547.9％]増

市民会館・中央公民館改修事業 １億４８０９万円 ５万円 １億４８０４万円[296080.0％]増

有害鳥獣処理施設整備事業 ６００６万円 －　 ６００６万円[ 皆増] 　　

市立保育園整備計画推進事業 ５６９９万円 １７６万円 ５５２３万円[3138.1％]増

福知山北部地域多目的グラウンド周辺整備 ５２５７万円 －　 ５２５７万円[ 皆増] 　　

ＫＴＲ大江駅バリアフリー化事業 ３８５０万円 －　 ３８５０万円[ 皆増] 　　
広域交通網整備促進事業（土木課） １億３００２万円 ９５２１万円 ３４８１万円[ 36.6％]増

体育施設設備整備事業 ４６７５万円 １５２３万円 ３１５２万円[207.0％]増

消防団施設整備事業 ３１８７万円 １２８９万円 １８９８万円[147.2％]増
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○災害復旧事業費  １３億８３８７万円（10 億 4916 万円 313.5％増) 

前年度からの繰越分に加え、２６年発生８月豪雨災害の復旧費が重なり、大幅な増

額となった。さらに２６年度災害復旧予算のうち１７億円余を２７年度に繰越している。 

   

H26 H25 増減

※前ページからの続き

旧福知山市学校給食センター解体事業 １７７０万円 －　 １７７０万円[ 皆増] 　　
由良川水系樋門水位計設置事業 １３０９万円 －　 １３０９万円[ 皆増] 　　
庁舎改修事業 １２８０万円 －　 １２８０万円[ 皆増] 　　
日新中学校特別教室棟改築事業 １２５０万円 －　 １２５０万円[ 皆増] 　　
辺地対策事業 ２０９７万円 ９７３万円 １１２４万円[115.5％]増
桃映中学校北校舎改築事業 ３３５１万円 ２２３８万円 １１１３万円[ 49.7％]増
市営住宅計画改修事業 ３４０６万円 ２３０４万円 １１０２万円[ 47.8％]増
街路事業（多保市正明寺線 高畑工区） ２１０１万円 １００４万円 １０９７万円[109.3％]増
（仮称）市民交流プラザふくちやま建設事業 ８５７万円 １４億３９７８万円 １４億３１２１万円[ 99.4％]減
消防救急無線デジタル化整備事業 － ３億４４１万円 ３億４４１万円[ 皆減] 　　
（仮称）北部地域多目的グラウンド整備事業 － １億６１２３万円 １億６１２３万円[ 皆減] 　　
有害鳥獣防除事業 １００万円 ６４２５万円 ６３２５万円[ 98.4％]減
ごみ焼却施設修繕事業 １２４万円 ４７５２万円 ４６２８万円[ 97.4％]減
府営基幹農道整備事業（大江南域地区） ６９７万円 ５２５０万円 ４５５３万円[ 86.7％]減
旧福知山消防署跡地整地事業 － ４４４６万円 ４４４６万円[ 皆減] 　　
小学校施設設備改修事業 － ４４２８万円 ４４２８万円[ 皆減] 　　
障害福祉施設整備事業 － ２６９２万円 ２６９２万円[ 皆減] 　　
消防車両更新事業 １５６９万円 ３６７０万円 ２１０１万円[ 57.2％]減
駅周辺土地区画整理換地清算事業 － ２０９５万円 ２０９５万円[ 皆減] 　　
駅周辺土地区画整理事業公共施設管理者負担 － ２０００万円 ２０００万円[ 皆減] 　　
広域交通網整備促進（地域ふるさと農道） ９８７２万円 ９６２９万円 ２４３万円[  2.5％]増
過疎対策事業 ５３９５万円 ６０９５万円 ７００万円[ 11.5％]減
リサイクルプラザ修繕事業 ４８４７万円 ６６３９万円 １７９２万円[ 27.0％]減
道路新設改良事業 ２３０４万円 １９５６万円 ３４８万円[ 17.8％]増
道路部分改良事業 ４４７２万円 ３５１５万円 ９５７万円[ 27.2％]増
道路舗装改良事業 １９７３万円 ３３９１万円 １４１８万円[ 41.8％]減
単独事業費支弁人件費 ３億４０３７万円 ３億２９９万円 ３７３８万円[ 12.3％]増

　総額 ２４億７万円 ３７億４８２８万円 １３億４８２１万円[ 36.0％]減

H26 H25 増減

農林施設等災害復旧事業 ５億２７０３万円 １億５１４５万円 ３億７５５８万円[248.0％]増

公共土木施設災害復旧事業 ４億３２３２万円 ６２２９万円 ３億７００３万円[594.0％]増

その他公共・公用施設災害復旧事業 ４億２４５３万円 １億２０９７万円 ３億３５６万円[250.9％]増

・市営住宅災害復旧事業147,393 ・社会体育施設災害復旧事業53,618 ・学校給食センター災害復旧事業48,908

・大江支所・大江町総合会館災害復旧事業42,206 ・文教施設災害復旧事業37,720 ・堀会館災害復旧事業24,756

・児童館災害復旧事業 25,168（数値いずれもH26決算額、単位:千円） ほか



16 

 

２ 決算収支 
   

８月豪雨災害の復旧事業等による投資的経費の増や繰越事業などにより歳入歳出規模

は平成２４年度に次いで２番目の大型決算となった。 

歳入歳出差引額から翌年度へ繰越すべき財源を控除した実質収支は８億５８３１万円の

黒字で過去４番目の大きさとなった。しかし災害復旧に充てるため財政調整基金を１０億円

取崩したことにより実質単年度収支は９億５２６7 万円の赤字となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 基金残高の状況   
 

財源対策の３基金は４.１億円余の減少となった。災害対応のために財政調整基金を１０

億円取崩したことが主因である。しかし特定目的基金は３億円増加し、一般会計所管の基

金残高全体では、１.１億円の減少にとどまり、平成２６年度末で９９億３５３２万円となった。 

財政調整基金は、平成２５年度歳計剰余金４億７７９４万円を積立てたため、残高の減少

は２５年度末比で５億１８６８万円となった。減債基金は市民病院事業からの貸付金元利収

入を積立て１億５５７万円増加した。 

特定目的基金では、地域の元気臨時交付金基金を廃止したことで２.５億円減少したが、

合併特例債と過疎債を発行してそれぞれ地域振興基金、過疎地域自立促進基金を合計 

４.４億円積み立てたこと、また土地売却等の収入を原資に鉄道網整備事業基金を２.８億円

積み増すことができ財源対策基金の減少を補った。 
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6.9 11.6
11.7

31.4 33.8

35.5
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17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

億円
基金残高の推移（定額運用基金・特別会計を除く）特定目的基金

合併算定替逓減対策基金
減債基金
財政調整基金

災害で１０億円取崩したが、総額は１.１億円減少の９９.４億円 

　　　　区　　　　分 平成２６年度 平成２５年度 差引 増減率
歳入総額　① 44,374,750 43,428,510 946,240 2.2
歳出総額　② 42,554,194 41,828,542 725,652 1.7
歳入歳出差引額①－②＝③ 1,820,556 1,599,968 220,588 13.8
翌年度へ繰越すべき財源④ 962,250 644,089 318,161 49.4
実質収支③－④＝⑤ 858,306 955,879 △ 97,573 △10.2
単年度収支　⑥ △ 97,573 294,190 △ 391,763 △133.2
積立金（財政調整基金）⑦ 3,384 3,313 71 2.1
繰上償還金（任意）⑧ 141,515 350,000 △ 208,485 △59.6
積立金取崩し額（財政調整基金）⑨ 1,000,000 600,000 400,000 66.7
実質単年度収支⑥＋⑦＋⑧－⑨ △ 952,674 47,503 △ 1,000,177 △2,105.5

（単位：千円、％）

基金活用により昭和４７年度以来４３年連続の黒字決算を確保 

財
源
対
策
基
金 

特
定
目
的
基
金 
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基金の年度末現在高の推移 （単位：千円）

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

2,788,454 3,016,652 3,418,152 3,911,261 2,647,711 2,381,869 1,863,192
(1,830,285) (1,219,000)

611,285 184,018 711,109 816,619 921,866 1,027,275 1,132,846

692,641 1,162,740 1,164,884

179,397 178,119 172,074 166,195 160,073 157,572 151,567

268,307 263,607 259,741 249,656 191,331 147,008 203,534

464,024 467,809 475,917 477,815 477,835 476,564 476,956

7,594 7,363 7,121 6,873 6,624 6,376 6,128

24,392 24,448 24,463 24,473 24,475 24,477 24,479

34,101 31,927 28,159 24,364 22,145 19,973 17,796

21,349 21,383 21,380 21,409 21,407 21,424 21,393
うち500,000は信託 うち500,000は信託 うち500,000は信託

809,263 1,082,533 1,357,273 1,636,527 1,908,705 2,193,938 2,453,372

4,495 9,277 8,963 5,901 3,490 4,452 5,599

203,752 189,350 174,269 128,786 120,792

284,855 216,137 216,499 216,855 217,213 208,098 208,639

2,693 32,714 2,783 2,784 2,784 2,785 2,836

684 684 566 566 18 18 18

1,942 2,079 2,581 2,650 3,364 3,371 3,452

3,630 3,537 3,467 3,435 3,367 3,280 3,170

536 537 538 538 538 515 502

17,575 16,193 13,969 13,988 13,562 13,579 13,494

645,887 647,794 648,587 650,150 651,011 651,606 652,569

40,293 40,490 43,699 86,874 80,560 75,198 70,061

49,308 51,459 29,704 29,742 29,781 29,818 24,427

16,147 16,323 16,775 16,516 19,256 19,659 20,055

98,710 96,044 94,600 94,006 89,797 61,501 58,945

392,072 65,248 234,088 352,628 393,320 131,838 348,177

0 0 0 0 0 0 0

160,000 218,363 272,639 323,120 389,240

51,358 46,792 196,880 247,098 297,408 297,782 298,124

250,031 200,661 181,085

95,450 19,637 17,986

253,559 0

3,418,612 3,322,497 4,223,579 4,738,756 5,410,453 5,476,595 5,774,396

6,818,351 6,523,167 8,352,840 9,466,636 9,672,671 10,048,479 9,935,318

10,401 2,765 2,765 2,766 2,766 2,766 2,766

8,589 6,971 0 0 0 0 0

709,277 732,922 732,938 733,084 0 0 0

18,043 18,052 19,704 18,915 20,348 20,929 21,598

746,310 760,710 755,407 754,765 23,114 23,695 24,364

7,564,661 7,283,877 9,108,247 10,221,401 9,695,785 10,072,174 9,959,682

過疎地域自立促進基金（㉒～）

佐藤八重子記念図書館整備基金（㉔～）

用品調達基金

地域の元気臨時交付金基金（㉕～）

民生援護資金貸付基金

小計   ⑥

墓園基金

土地開発基金（㉔廃止）

不燃物埋立処分場整備事業基金

第三セクター等改革推進債償還基金（㉔
～）

一般会計計   ⑦  （⑤ + ⑥）

特
定
目
的
基
金

庵我地区公益事業基金

岡地区公益事業基金

スポーツ賞基金

文化賞基金

特定目的基金　小 計     ④

一
　
　
　
般
　
　
　
会
　
　
　
計

水道設備資金並びにテレビ共同受信施
設資金貸付基金（㉒廃止）

企業誘致促進及び工場等操業支援基金

財
源
対
策
基
金

地域振興基金

福知山千年の森ふるさと基金

文化芸術会館建設基金

ふるさと就職応援基金（㉒より）
労働金庫育成基金（～㉑まで）

開発関連公共施設等整備基金

郷土資料館整備基金

佐藤太清記念美術館整備基金

鉄道網整備事業基金

長田野工業団地公園緑地事業基金

教育施設整備及び都市計画事業基金

地域振興施設維持補修基金（㉒～）

地域福祉基金

市展振興基金

中山間ふるさと水と土保全基金

佐藤太清賞基金

おもいでの森づくり事業基金

財政調整基金     ①

減  債  基  金     ②

合併算定替逓減対策基金（㉔～） ③

定
額
運
用
基
金

小    計    ⑤　　(①+②+③＋④）

淡水漁業振興基金

ふるさと創生事業基金
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４ 市債残高の状況   

   
 
平成２６年度末の市債残高は一般会計では５１７億５８６６万円となり、前年度より８億   

８３１９万円増加したが、特別会計と企業会計を加えた全会計では９９２億６２８３万円となり、

３億６０６７万円減少した。このうち普通交付税で算入（償還補助）される額を除いた実質的

な市債残高は一般会計で１６４億７００６万円（２億９４２６万円の減少）、全会計では４５９億 

８１４７万円（７億４８９４万円の減少）となった。 

特別・企業会計の残高の減少は、一部の会計を除き元金償還よりも新規発行額の規模

が小さかったことが要因である。 

実質的な市債残高の減少は普通交付税の一部が振替えられた臨時財政対策債と、計

画的な新市建設のための合併特例事業債の２つの市債が、残高のうち高い比率を占めるこ

ととなり、連動して普通交付税の算入額が増大しているためである。 

 合併特例事業債は発行可能額２６９億６６７０万円のうち平成２６年度末までの累計で   

その６９.９％にあたる１８８億５８２０万円を発行し、２７億９０６８万円を償還している。 

第三セクター等改革推進債の未償還残高は２０億１７８万円である。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全会計の残高は３.６億円減少の９９２.６億円～実質的な市債残高も５.３億円減少 

（市債の年度末借入残高） （単位：千円）

うち
市負担分

うち
市負担分

うち
市負担分

一 般 会 計 51,758,662 16,470,064 50,875,472 16,764,322 883,190 △294,258

特 別 会 計 12,290,502 6,246,537 12,948,629 6,146,579 △658,127 99,958

企 業 会 計 35,213,662 23,264,869 35,799,402 23,819,504 △585,740 △554,635

全 会 計 合 計 99,262,826 45,981,470 99,623,503 46,730,405 △360,677 △748,935

（市民一人あたり借入残高） （単位：千円）

うち
市負担分

うち
市負担分

うち
市負担分

一 般 会 計 647 206 630 208 17 △ 2

特 別 会 計 153 78 161 76 △ 8 2

企 業 会 計 440 291 443 295 △ 3 △ 4

全 会 計 合 計 1,240 575 1,234 579 6 △ 4

【参考】　交付税算入率の高い市債の残高状況（普通会計ベース） （単位：千円）

残高総額に
占める割合

残高総額に
占める割合

臨 時 財 政 対 策 債 100% 15,664,183 28.8% 14,616,416 27.1% 1,047,767

合 併 特 例 事 業 債 70% 16,067,517 29.5% 15,161,988 28.1% 905,529

過 疎 対 策 事 業 債 70% 4,200,984 7.7% 4,622,823 8.6% △ 421,839

辺 地 対 策 事 業 債 80% 378,848 0.7% 226,761 0.4% 152,087

36,311,532 66.7% 34,627,988 64.2% 1,683,544

54,445,681 100.0% 53,895,924 100.0% 549,757

Ｈ２６　① Ｈ２５　② 増減　①－②

総額 総額 総額

総額 総額

Ｈ２６　① Ｈ２５　② 増減　①－②

総額

残高総額

小　計

Ｈ２６
年度末残高①

Ｈ２５
年度末残高②

増減
①－②

交付税
算入率

58.3% 55.2%
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<市債残高の推移状況> 

 

  

平成２６年度末　市債残高の状況 （単位：億円）

H22 H23 H24 H25 H26

一般会計 498 500 501 509 518

特別会計 326 308 151 129 123

企業会計 198 198 357 358 352

1,022 1,006 1,009 996 993

H22 H23 H24 H25 H26

一般会計 185 177 177 168 165

特別会計 166 155 79 61 62

企業会計 154 153 231 238 233

505 485 487 467 460

※合併特例事業債と第三セクター等改革推進債の状況（平成２６年度末） （単位：千円）

発行可能額 発行済額 償還済額 未償還残高 完済予定年度

26,966,700 18,858,200

24,450,500 16,583,900

2,516,200 2,274,300

2,996,200 978,378 2,017,822 H34

※定期償還 558,378千円＋繰上償還 420,000千円＝ 978,378千円

Ｈ41

計

市債残高

実質市債残高

計

2,790,683 16,067,517

第三セクター等改革推進債

　　　　うち投資的事業分

　　　　うち基金造成分

合併特例事業債

498 500 501 509 518

326 308

151 129 123

198 198

357 358 352

185 177 177 168 165

166 155
79 61 62

154 153
231 238 233

1 ,022 1 ,006 1 ,009 996 993

505 485 487 467 460

0
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1,200

市債残高 実質

市債残高

市債残高 実質

市債残高

市債残高 実質

市債残高

市債残高 実質

市債残高

市債残高 実質

市債残高

H22 H23 H24 H25 H26

会計別市債残高の推移
企業会計 市債残高

特別会計 市債残高

一般会計 市債残高

億円

※
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特別会計 
 

決算収支の状況（実質収支） 

決算 
区分 

会計数 
[前年度] 

会計名 
実質収支額計 

[ 前年度 ] 

黒字 

会計 

５ 

[ 6 ] 

国民健康保険、簡易水道事業、農業集落排水施設事

業、介護保険事業（保険事業勘定、サービス事業勘

定）、後期高齢者医療事業 

４億９,７４０万円 

[ ３億５,３６０万円 ] 

赤字 

会計 

４ 

[ 4 ] 

宅地造成事業、石原土地区画整理事業、福知山駅周

辺土地区画整理事業、河守土地区画整理事業 

△９億９,２２１万円 

[ △１１億 ２６４万円 ] 

収支

差引

ゼ ロ 

６ 

[ 5 ] 

国民健康保険診療所費、と畜場費、休日急患診療所

費、公設地方卸売市場事業（※前年度は黒字）、下夜

久野地区財産区管理会、地域情報通信ネットワーク事

業特別会計 

― 

[ ― ] 

合計 
15 

[ 15 ] 

 △４億９,４８１万円 

[ △７億４,９０４万円 ] 

 

（１）国民健康保険事業 

年々増大する医療費支出に対応し、一人あたり保険料は据置きとしたが、被保険

者数の減少等により保険料収入総額は２３９２万円減少した。 

歳出では、一般被保険者分を中心に医療費が増大し、保険給付費は前年度比１

億９１２４万円増の５６億１４８３万円となった。 

前年度繰越金１億４６５８万円や国民健康保険事業基金からの繰入１億４２８１万円

を歳出に充当し、会計全体としては２億２１３９万円の黒字を確保し、単年度は７４８０

万円の黒字であった。なお基金の残高は２０６７万円である。 

平成２０年度から引き続き特定健診・特定保健指導に取組むとともに、前立腺がん

検診及び大腸がん検診並びに妊婦歯科検診の実施や、レセプト点検を引き続き強

化するなど、厳しい財政のもとで積極的な事業展開を図った。なお、8 月豪雨による

国保料の災害減免も実施した。 
 

（２）国民健康保険診療所費 

山間へき地医療の確保を目的に雲原診療所を運営した。 

診療日数は１４５日、年間診療件数は２５３５件で対前年度比４９件の減であったが、

診療収入は５４万円の増収となった。 

歳出においては、医薬材料費等が増加し、歳出決算額５１４２万円は前年度より  

１９４万円の増となった。 

決算収支は、一般会計からの繰入金により均衡している。 
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（３）と畜場費 

府外からの利用頭数が増え、処理頭数は７０８頭で対前年度比５２頭の増となっ

た。 

使用料は、６９万円の増収、歳入合計は２５３５万円となった。 

歳出では、危険部位の処分費用が増加し、歳出合計２５３５万円で前年度より歳入

歳出とも３３万円の増となった。 

決算収支は、一般会計からの繰入金により均衡している。 
 

（４）簡易水道事業 

水道水の安定供給を図るため、水道未普及地域解消事業として、北部簡易水道

から橋谷地域への水道施設の拡張整備を行うとともに、生活基盤近代化事業として、

畑簡易水道の配水支管布設替工事等の改良事業を実施した。また、平成２５年度か

らの繰越事業である台風１８号災害による大江町金屋地区の災害復旧事業を実施し

た。 

歳出では、水道未普及地域解消事業及び生活基盤近代化事業を新規に実施し

たことにより、簡易水道改良事業費が１億７７５万円増加し、歳出総額は８億７８４１万

円（前年度比８１０７万円増加）となった。決算収支は１４６０万円の黒字となり、前年度

黒字１０５６万円から単年度では４０４万円の増加となった。 
      

（５）宅地造成事業 

平成１７年度から分譲地の売却を開始し、２６年度中の売却実績は１区画で、平成

２６年度末現在で７６区画の売却が完了している。 

ほ場整備に伴う非農用地造成による宅地造成であるため、区画の分割が困難で

大規模区画が未売却で、残りの一般分譲地は８区画となっている。 

決算収支では、２年続きの災害の影響もあり分譲地の売却が進まなかったことから、

昨年度に続き累積で１５４６万円の赤字となった。 
 

（６）休日急患診療所費 

休日において、緊急に医療を必要とする市民に対して、内科・小児科の初期救急

医療を提供し応急的な診療を行った。 

診療日数は７０日、年間受診者数１６３２人は対前年度比１６８人の増で、一日あた

りの平均受診者は２．７人増の２３．３人であった。 

決算規模は２１４４万円となり前年度から４万円増加し、一般会計からの繰入金  

６９０万円により収支の均衡を図った。 
 

（７）公設地方卸売市場事業 

生産者の地場野菜の出荷先として、また、青果物の流通と地産地消を推進する拠

点施設として指定管理者制度により運営した。 

青果部門の取扱高は、前年度比１１７ｔ増の２３０１ｔ、売上高は２０４１万円増の   
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６億１６８１万円となり状況はやや好転した。 

決算収支は、一般会計からの繰入金により均衡している。 
 

（８）農業集落排水施設事業 

本市の農業集落排水施設の整備は全て完了しており、現在は２０地区の農業集落

排水施設、１地区の簡易排水施設の維持管理に努めている。（水洗化率９４.８％） 

 歳出総額は８億５９１７万円となり、台風１８号災害による災害復旧事業を実施した

前年度より２９１４万円減少した。歳入については一般会計繰入金や資本費平準化

債等の確保にも努め、決算収支は５２７４万円の黒字となり、前年度黒字４６７７万円

から単年度では５９７万円の増加となった。 
 

（９）石原土地区画整理事業 

保留地売却実績５区画、４３０７万円であり、前年度に比較して１１区画減、土地売

払収入で８９４９万円の減収となった。平成２４年度の単価改定（平均 29.8％値下げ）

に伴う経営健全化対策として、前年に引き続き一般会計から５９４３万円の基準外繰

入れを実施し、累積赤字は８億６３６４万円と多額ながら前年度比で９８１５万円の改

善となった。 
 

（10）福知山駅周辺土地区画整理事業 

平成２６年度は事業の区切りとして福知山駅周辺土地区画整理事業竣工式典を

実施した。保留地売却実績は１区画、９９２万円であり、前年度に比較して２区画減、

土地売払収入で１億４４０７万円の減収となった。累積赤字は９９２２万円となり、事業

費の削減により前年度比で８５５万円の改善となった。 
 

（11）介護保険事業 

①保険事業勘定 

第５期介護保険事業計画（平成２４～２６年度）に基づき保険料の賦課、要介護認

定、保険給付、地域支援事業（介護予防事業、包括的・任意事業）等を実施した。 

保険給付費は７０億４２６９万円で前年度比１億６６２１万円、２．４％の伸びとなった。

歳出規模は７５億４４０３万円で前年度比１億６５９１万円の増となり、決算収支の黒字

額は前年度から６０５７万円増加し、１億８６７１万円となった。 

なお、介護給付費準備基金の残高は２６年度末で２７３５万円となり前年度から  

４６９６万円の減少となった。 

②サービス事業勘定 

要支援認定者に係る介護予防サービス計画を直営と委託により合わせて８２３７件

（前年度は７８４１件）作成した。 

歳出決算は３５３４万円で前年度比１２５万円の増、決算収支は前年度からは３４万

円縮小したのもの２７２万円の黒字決算となった。 

介護サービス事業基金は３０９万円を積み増し２６年度末で３２６７万円となった。 



23 

 

 

（12）河守土地区画整理事業 

保留地売却実績は１区画、７０５万円であり、前年度に比較して区画数の増減はな

いが、土地売払収入で１２８万円の増収となった。決算収支は１３８９万円の赤字とな

ったが、事業費の削減により前年度からは５２２万円の改善となった。 
 
（13）下夜久野地区財産区管理会 

下夜久野地区財産区管理会の運営及び財産の管理を行った。決算規模は３７千

円で、前年度比３２千円の増となり、基金繰入により収支の均衡を図った。 
 

（14）後期高齢者医療事業 

７５歳以上の高齢者と一定の障害があると認定された６５歳以上の人を対象とした

医療保険制度である。府内の全ての市町村が加入する京都府後期高齢者医療広域

連合が主体となり市町村と事務を分担し運営している。 

市では、保険料の徴収、給付申請等の受付、健康診査事業などを行っている。 

本年度の歳出決算は１７億７６４６万円、前年度比２１３７万円減となり、１９２４万円

の黒字決算となった。 
 

  （15） 地域情報通信ネットワーク事業 

ＦＴＴＨ方式により敷設した光ファイバ網を活用し、ブロードバンド（インターネット）

及びテレビ難視聴対策として「ｅ－ふくちやま」事業を展開している。 

従来の非ブロードバンド地域に民間通信事業者が事業展開を始めたため、利用

者が減少していることや急速に変化している情報通信技術への対応、今後必要にな

る機器設備等の更新や合併特例債の償還など、今後はこれまで以上に巨額の財政

負担が必要になることが想定される。このため、事業のあり方について見直しを検討

し、将来的にも顧客ニーズにあった持続可能で安定したサービス提供を行うことがで

きる民間事業者による事業運営が今後の望ましい事業運営方法であるとして、本事

業を民間事業者に委ねる市方針を盛り込んだ「ｅ－ふくちやま事業再整理基本計画」

を策定したところである。 

 光ファイバ幹線延長は５４６㎞（前年度５４６㎞）、テレビ加入件数は４５３２件（同 

４５６５件）、ブロードバンド加入件数は５０４件（同６９１件）となった。 

歳入のうち加入金及び使用料（現年・滞納繰越分）の合計は２４０２万円であり、歳

出は公債費４億５９２５万円を含め、総額７億７９０４万円となった。 

 一般会計から過疎基金分を含め、６億２８６１万円（前年度４億８５７６万円）の繰

入れを実施し決算収支は均衡している。 
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財務指標 

 

 

財政構造の硬直化を示す経常収支比率は前年度から３.２ポイント悪化し９２.７％となっ

た。 

分母の経常一般財源総額は前年度から１.１億円減少し、２４８.７億円となった。市税と府

税交付金（地方消費税交付金など）で３.４億円の増となったものの、普通交付税と臨時財政

対策債が合計で４.５億円減少したためである。 

一方、経常一般財源のうち経常的な経費に充当された金額（分子）は前年度から６.９億

円増加し２３０.６億円となった。人事院勧告により人件費が、救急医療体制の拡充に伴い病

院事業会計への負担金が、また自立支援給付（障害福祉サービス等）等の扶助費が増加し

たことなどが主な要因である。 

 

 

 

 

 

 

H26 =  
経常経費に使われた経常一般財源 230.6 億円 [+6.9 億円]

経常一般財源総額 248.7 億円 [△1.1 億円]
× 100(%) = 92.7% 

 

 

 

 
 

 

 

  

（注）普通会計は公営事業会計以外の会計を総合して１つの会計としてまとめたものをいうが、本市の場合

一般会計、休日急患診療所費特別会計及び地域情報通信ネットワーク事業特別会計が対象となる。 

注：地方財政状況調査に基づく決算分析(普通会計)  

経常収支比率 ９２.７％ ～対前年度比３.２ポイント悪化し４年連続で硬直化が進行  
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類似団体平均

H26 =  
経常経費に使われた経常一般財源 230.6 億円 [+6.9 億円]

経常一般財源総額 248.7 億円 [△1.1 億円]
× 100(%) = 92.7% 
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財政健全化判断比率等の状況 

 

 

平成１９年度に制定された「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」により創

設された地方公共団体の財政の健全性を判断するための４つの指標を総称し「健全化

判断比率」という。 

各指標のいずれかが「早期健全化基準」を超過した場合、当該年度末までに「財政

健全化計画」を定めなければならず、さらに「財政再生基準」以上である場合には「財

政再生計画」を定めて赤字再建団体となる。また、公営企業等については、資金不足

比率（資金の不足額の事業規模に対する比率）が経営健全化基準を超えた場合、経営

健全化計画を定めなければならないとされている。 

平成２６度における本市の健全化判断比率は、４指標いずれも早期健全化基準内で

あった。赤字決算を示す①実質赤字比率 ②連結実質赤字比率は、福知山市全体では

黒字決算であるため非該当であり、③実質公債費比率は、公営企業に要する経費の財

源とする地方債償還繰入金の減等により前年度より 0.1 ポイント改善した。④将来負

担比率については、退職手当負担見込額は減少したものの、地方債現在高の増加や、

充当可能財源である充当可能基金等が減少した影響で、前年度比 4.6 ポイント悪化し

た。  

  

●健全化判断比率（４指標）  ※下段(）書きは平成 ２５年度数値      （単位：％） 

  
① 実質赤字 

比率 

②連結実質 

  赤字比率 

③実質公債費 

  比      率 
④将来負担比率 

福知山市 
- - 10.2  105.5  

(-) (-) (10.3) (100.9) 

早期健全化基準 
12.17  17.17  25.0  350.0  

(12.16) (17.16) (25.0) (350.0) 

財政再生基準 
20.00  30.00  35.0  

  (20.00) (30.00) (35.0) 

 

⑤資金不足比率 （Ｈ2４において資金不足を生じる会計のみ計上）            （単位：％） 

会 計 名 H26 H25 H24 経営健全化基準 

 石原土地区画整理事業特別会計 -  -  10.4  20.0 

資金不足が発生した企業会計はなし。石原土地区画整理事業において平成２４年度まで資金不足

額が発生していたが、経営健全化の取り組みとして、土地売却価格改定分も含めた計画的繰入れ

を平成２４～２６年度にかけて実施し、平成２５年度以降資金不足は解消している。 

健全化判断比率は全て早期健全化基準内、企業会計も資金不足該当会計はなし  
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実質公債費比率と将来負担比率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    H26 決算概要データ編その２.xlsx よりペースト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金不足比率の推移 
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実質公債費比率（←左軸）

将来負担比率 （右軸→）

12.3 

8.8 

5.2 

10.4 

0.0 0.0 0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

資金不足比率（経営健全化基準20.0％）

石原土地区画整理事業

％

資金不足比率

は解消

駅周辺辺土地区画整理事業は平成2１年度から

石原土地区画整理事業は平成２５年度から解消している
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<用語解説> 

○実質赤字比率 

地方公共団体の行政サービスの中心を担う「一般会計」等の赤字の程度を指標化したもの。

この比率が高くなるほど赤字の解消が困難となり、深刻な財政状況に陥っていることを示す。 

実質赤字比率 ＝ 
一般会計等の実質赤字 

標準財政規模 

 

○連結実質赤字比率 

一般会計等のほか、特別会計、企業会計を含めたすべての会計の収支を連結し、地方公共団

体全体の赤字の程度を指標化したもの。 

この比率が高くなるほど、実質赤字比率と同様に、赤字の解消が難しくなる。 

連結実質赤字比率 ＝ 
連結実質赤字額 

標準財政規模 

 

○実質公債費比率 

借入金（市債）の返済額等の大きさを一般財源等との対比で指標化し、資金繰りの危険度を

示したもの。市債償還は原則削減したり先送りできないため、この比率が高くなるほど財政の

弾力性が低下していることを意味している。 

18％以上になると、市債の発行に国の許可が必要となり、25％以上になると一般事業等の市

債が制限される。 

実質公債費比率 

（３ヵ年平均） 
＝ 

（元利償還金＋準元利償還金(注)）－（特定財源＋元利償還

金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政

需要額算入額） 

（注）準元利償還金 

一般会計等から特別会計への公債費償還相当繰出金、加入団体への借入金償還財源負担金、債務

負担行為に基づく支出、一時借入金の利子など 

 

○将来負担比率 

地方公共団体の借入金（地方債）や、将来支払う可能性のある負担等に係る現時点での残高

の程度を指標化し、将来財政を圧迫する危険度を示したストック指標。この比率が高いと将来

の財政負担要因が大きいことを示している。 

将来負担比率 ＝ 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現在

高等に係る基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要

額算入額） 
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○資金不足比率 

公営企業に生じている資金不足を、当該公営企業の事業規模である事業収入と比較して指標

化し、経営状況の深刻度を示したもの。この比率が高くなるほど、事業収入で資金不足を解消

することが難しくなるので、公営企業経営に問題があることになる。 

 資金不足比率 ＝ 資金の不足額（注１）÷事業の規模（注２） 

（注１） 資金の不足額 

・法適用企業＝（流動負債＋建設費以外の企業債残高－流動資産）－解消可能資金不足額 

・法非適用企業＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額 ＋建設費以外の企業債残高）－

解消可能資金不足額 

（注２） 事業の規模 

・法適用企業＝ 営業収益 － 受託工事収益 

・法非適用企業＝ 営業収益 － 受託工事収益 

 

○早期健全化基準 

健全化判断比率（※１）のうちいずれかが早期健全化基準以上の場合には、議会の議決を経

て「財政健全化計画」を定めて自主的な財政健全化が求められる。 

 

○財政再生基準 

健全化判断比率（※１）のうちいずれかが財政再生基準以上の場合には、財政再生団体と

なり、議会の議決を経て「財政再生計画」を定め、国等の関与による確実な再生が求められ

る。 

  （※１） 実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の４つの比率 

 

○経営健全化基準 

資金不足比率が経営健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て「経営健全化計画」を

策定し、経営健全化を図る必要があります。 
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  <会計区分のイメージ> 

 

一
般
会
計
等 

一般会計 
実
質
赤
字
比
率 

連

結

実

質

赤

字

比

率 

実

質

公

債

費

比

率 

将

来

負

担

比

率 

一般会計等に属する

特別会計 

休日急患診療所費特別会計 

地域情報通信ネットワーク事業特別会計 

公
営
事
業
会
計 

一般会計等以外の

特別会計のうち公営

企業に係る特別会

計以外の特別会計 

国民健康保険事業特別会計   

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）   

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）   

国民健康保険診療所費特別会計   

後期高齢者医療事業特別会計   

企

業

会

計 

法適用 

企業 

病院事業会計 

資

金

不

足

比

率 

水道事業会計 

下水道事業会計 

法非適用 

企業 

と畜場費特別会計 

簡易水道事業特別会計 

公設地方卸売市場事業特別会計 

農業集落排水施設事業特別会計 

石原土地区画整理事業特別会計 

福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計 

河守土地区画整理事業特別会計 

宅地造成事業特別会計 

一部事務組合 
京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合     

京都府自治会館管理組合     

広域連合 
京都府後期高齢者医療広域連合     

京都地方税機構   

地方独立行政法人 

地方公社 

第３セクター等（※） 

福知山市土地開発公社       

※第３セクター等への損失・債務保証はしていないため、本市では第３セクターに対する将来負担

比率への実質的な影響はなし。 
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資料編 

１ 会計別決算の状況 

 

 

 

 

  

（単位：千円、％）

歳  入  決  算 歳  出  決  算
翌年度

繰越財源
実  質  収  支

歳出決算
伸   率

44,374,750 42,554,194 962,250       858,306 1.7

8,245,306 8,023,916 -                221,390 △ 1.7

51,423 51,423 -                0 3.9

25,350 25,350 -                0 1.3

893,197 878,406 189             14,602 10.2

7,752 23,210 -                △ 15,458 17.9

21,436 21,436 -                0 0.2

3,653 3,653 -                0 25.9

911,908 859,172 -                52,736 △ 3.3

102,815 966,456 -                △ 863,641 △ 24.1

10,586 109,806 -                △ 99,220 △ 76.6

7,730,738 7,544,031 -                186,707 2.2

38,063 35,344 -                2,719 3.7

7,061 20,948 -                △ 13,887 △ 31.0

37 37 -                0 640.0

1,795,698 1,776,458 -                19,240 △ 1.2

786,942 779,044 7,898          0 47.8

20,631,965 21,118,690 8,087          △ 494,812 △ 1.7

1,510,699 1,526,071 -                △ 15,372 10.9

3,360,794 3,420,360 -                △ 59,566 39.5

10,211,008 10,168,387 -                42,621 12.0

3,335 22,484 -                △ 19,149 3.3

15,085,836 15,137,302 -                △ 51,466 17.1

80,092,551 78,810,186 970,337       312,028 3.4

会         計         名

企
業
会
計

休 日 急 患 診 療 所 費

公 設 地 方 卸 売 市 場 事 業

農 業 集 落 排 水 施 設 事 業

石 原 土 地 区 画 整 理 事 業

新 大 江 病 院

介 護 保 険
事 業 介 護 サ ー ビ ス

事 業 勘 定

駅 周 辺 土 地 区 画 整 理 事 業

河 守 土 地 区 画 整 理 事 業

保 険 事 業
勘 定

企 業 会 計 合 計

下 水 道 事 業

下 夜 久 野 地 区 財 産 区 管 理 会

総        合        計 

一      般      会      計 

特
 
 
 
 
 

別
 
 
 
 
 

会
 
 
 
 
 

計

国 民 健 康 保 険 事 業

国 民 健 康 保 険 診 療 所 費

と 畜 場 費

簡 易 水 道 事 業

宅 地 造 成 事 業

市 民 病 院

特 別 会 計 合 計

水 道 事 業

地 域 情 報 通 信
ネ ッ ト ワ ー ク 事 業

病 院 事 業

後 期 高 齢 者 医 療 事 業
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２ 一般会計歳入決算の状況 

 

 

  

（ 単位 ： 千円、％ ）

44,374,750 100.0

0.0

5,412,544 12.2

3,142,489 7.1

27,005,017 60.9

合          計

地 方 消 費 税 交 付 金

23.0

1,167.6

3.352,012

62,406寄 附 金 5,345

自
 

主
 

財
 

源

計

計

依
 
 

存
 
 

財
 
 

源

繰 越 金

地 方 交 付 税

府 支 出 金

配 当 割 交 付 金

繰 入 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金 28,909

72,235

45,660

分 担 金 及 び 負 担 金 738,398

諸 収 入 857,084

市 税 11,392,181

財 産 収 入 479,177

使 用 料 及 び 手 数 料 1,034,534

1.3

67,751 0.2

1,620,415 1,568,403

589,529 1.3

11,610,820 26.2

763,555 1.7

3.6

1,012,926 2.3

86,355 0.2

39.1

1,122,029 2.5

17,369,733

0.9

0.1

0.1

16,616,365

400,540384,275 0.9

541,243

2.4

3.6

1.3

2.0

25,519 0.1

582,708

1.9

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

1,012,297 2.3

0.0

218,639

38.3

1.7

26.2

25,157

△ 274,376

1.1

区     分 平 成 ２ ５ 年 度平 成 ２ ６ 年 度

収 入 済 額財    源    別
構成
比率

収 入 済 額
構成
比率

地 方 特 例 交 付 金 49,346 0.1

0.380,981 0.2

19,398

0.2

47,647 0.1

0.0 9,484 0.0

842,644

11,313

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 48,943 0.1

国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

19,312 0.10.1

自 動 車 取 得 税 交 付 金 148,573

金 額

△ 67,592

△ 1,699

86

1,829

△ 21,608

△ 3,390

169,653

110,352

11,368,208 26.2

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 15,913 0.0

11,286,508 25.4

13,913

国 庫 支 出 金 5,430,153

43,428,510 100.0 946,240

26,812,145 61.7

491,521

△ 17,609

市 債 5,730,200 13.2 △ 297,3655,432,835 12.2

2,650,968 6.1

12.5

3.4

△ 2.1

△ 32.0

107.3

△ 81,700

40,695

△ 23,292

△ 2,000

0.7

2.2

比 較 増 減

△ 0.7

△ 12.6

△ 0.3

18.5

19.3

△ 45.5

0.4

4.5

△ 4.1

△ 3.4

△ 11.7

89.1

△ 32.2

20.1

192,872

△ 5.2

580,786

753,368

△ 16,265

伸率

1.9
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市税

26.2%

地方譲与税

0.9%

地方消費税交付金

2.3%

自動車取得税交付金等

0.2%

地方交付税

25.4%分担金及び負担金

1.7%

使用料及び手数料

2.3%

国庫支出金

12.2%

府支出金

7.1%

財産収入

1.3%

繰入金

3.6%

繰越金

2.5%

諸収入

1.3%

市債

12.2% その他

0.8%

歳入決算の構成比 単位（％）

113.9 

4.0 8.4 1.5 

113.7 

7.4 10.3 

54.3 

26.5 

4.8 
15.7 

5.4 

8.6 

57.3 

2.5 

116.1 

3.8 

10.1 

0.8 

112.9 

7.6 10.1 

54.1 

31.5 

5.9 

16.3 

11.2 5.8 

54.3 

3.2 

0

20

40

60

80

100

120

140

億円
前年度歳入決算額との比較

H25 H26
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３ 主な一般財源の状況 

 

 

 

 

 

  

（単位：千円、％）

平成２６年度 平成２５年度 増減額 増減率

市 税 11,610,820 11,392,181 218,639 1.9

地 方 譲 与 税 384,275 400,540 △ 16,265 △ 4.1

利 子 割 交 付 金 25,519 28,909 △ 3,390 △ 11.7

配 当 割 交 付 金 86,355 45,660 40,695 89.1

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 48,943 72,235 △ 23,292 △ 32.2

地 方 消 費 税 交 付 金 1,012,297 842,644 169,653 20.1

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 11,313 9,484 1,829 19.3

自 動 車 取 得 税 交 付 金 80,981 148,573 △ 67,592 △ 45.5

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 町 村 助 成 交 付 金

19,398 19,312 86 0.4

地 方 特 例 交 付 金 47,647 49,346 △ 1,699 △ 3.4

地 方 交 付 税 11,286,508 11,368,208 △ 81,700 △ 0.7

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 13,913 15,913 △ 2,000 △ 12.6

臨 時 財 政 対 策 債 1,720,735 1,951,200 △ 230,465 △ 11.8

26,348,704 26,344,205 4,499 0.0

内　　　　訳

計
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４ 市税の状況 

 

 

  

（１）決算状況
(単位：千円、％）

現　年
課税分

滞　納
繰越分

決算額
(1)

現　年
課税分

滞　納
繰越分

決算額
(2)

4,622,600   44,973       4,667,573   4,549,168   46,865       4,596,033   71,540 1.6

3,357,464   42,333       3,399,797   3,377,052   44,571       3,421,623   △21,826 △ 0.6

1,265,136   2,640         1,267,776   1,172,116   2,294         1,174,410   93,366 8.0

5,732,488   47,039       5,779,527   5,562,606   53,641       5,616,247   163,280 2.9

5,698,577   47,039       5,745,616   5,527,869   53,641       5,581,510   164,106 2.9

33,911       -              33,911       34,737       -              34,737       △826 △ 2.4

195,259      3,416         198,675      189,899      3,110         193,009      5,666 2.9

706,525      -              706,525      727,987      -              727,987      △21,462 △ 2.9

4,325         -              4,325         4,271         -              4,271         54 1.3

251,812      2,383         254,195      251,641      2,993         254,634      △439 △ 0.2

11,513,009  97,811       11,610,820  11,285,572  106,609      11,392,181  218,639 1.9

（２）徴収率の状況
(単位：　％　）

現　年
課税分

滞　納
繰越分

計
現　年
課税分

滞　納
繰越分

計
現　年
課税分

滞　納
繰越分

計

99.19 28.09 97.12 99.10 25.21 96.45 0.09 2.88 0.67

市 税 合 計

平成26年度 決 算
対 比

(1)－(2)

軽 自 動 車 税

款 項 目

市 民 税

た ば こ 税

国 有 資 産 等 所 在
市 町 村 交 付 金

入 湯 税

都 市 計 画 税

個 人

法 人

固 定 資 産 税

固 定 資 産 税

伸 率
(%)

平成25年度

平成26年度 平成25年度 増減
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市民税（個人）

市民税（法人）

固定資産税

軽自動車税

たばこ税

入湯税

都市計画税

市税全体

市民税（個人）

29.3%

市民税（法人）

10.9%
固定資産税

49.8%

軽自動車税

1.7%

たばこ税

6.1%

都市計画税

2.2%

市税の構成比 単位(％)
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億円
市税の推移

H24 H25 H26
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５ 一般会計歳出決算の状況 

  

（１）目的別 （単位：千円、％）

支出額

（Ａ）
構成比

支出額

（Ｂ）
構成比 （Ａ）-（Ｂ） 増減率

議 会 費 303,176 0.7 297,109 0.7 6,067 2.0

総 務 費 6,555,272 15.4 8,449,527 20.2 △ 1,894,255 △ 22.4

民 生 費 13,625,266 32.0 12,835,004 30.7 790,262 6.2

衛 生 費 5,266,446 12.4 4,839,712 11.6 426,734 8.8

労 働 費 56,259 0.1 112,315 0.3 △ 56,056 △ 49.9

農 林 業 費 1,889,203 4.4 1,600,164 3.8 289,039 18.1

商 工 費 384,256 0.9 354,578 0.9 29,678 8.4

土 木 費 2,937,673 6.9 2,652,577 6.3 285,096 10.7

消 防 費 1,460,985 3.4 1,887,562 4.5 △ 426,577 △ 22.6

教 育 費 3,527,238 8.3 2,804,671 6.6 722,567 25.8

災 害 復 旧 費 1,379,938 3.3 330,327 0.8 1,049,611 317.7

公 債 費 5,168,482 12.2 5,560,231 13.3 △ 391,749 △ 7.0

諸 支 出 金                     -              - 104,765 0.3 △ 104,765 皆減

目的別合計 42,554,194 100.0 41,828,542 100.0 725,652 1.7

（２）性質別 （単位：千円、％）

支出額

（Ａ）
構成比

支出額

（Ｂ）
構成比 （Ａ）-（Ｂ） 増減率

人 件 費 6,978,278 16.4 6,652,109 15.9 326,169 4.9

物 件 費 4,797,638 11.3 4,653,743 11.1 143,895 3.1

維 持 補 修 費 468,076 1.1 341,096 0.8 126,980 37.2

扶 助 費 8,116,926 19.1 7,643,818 18.3 473,108 6.2

公 債 費 5,168,482 12.1 5,560,231 13.3 △ 391,749 △ 7.0

補 助 費 等 4,036,148 9.5 3,853,140 9.2 183,008 4.7

積 立 金 1,044,253 2.5 1,613,366 3.9 △ 569,113 △ 35.3

貸 付 金 ・ 出 資 金 84,204 0.2 25,140 0.1 59,064 234.9

繰 出 金 4,270,271 10.0 4,399,097 10.5 △ 128,826 △ 2.9

投 資 的 経 費 7,589,918 17.8 7,086,802 16.9 503,116 7.1

性質別合計 42,554,194 100.0 41,828,542 100.0 725,652 1.7

目的別

平成２５年度 増減平成２６年度

性質別

平成２５年度 増減平成２６年度
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議会費 0.7

総務費 15.4

民生費 32.0

衛生費 12.4
労働費 0.1

農林水産業費 4.4

商工費 0.9

土木費 6.9

消防費 3.4

教育費 8.3

災害復旧費 3.3

公債費 12.2
諸支出金 0.0

歳出決算の構成比（目的別）

単位（％）
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６ 財政健全化判断比率算定シート 

 

  
（１）実質赤字比率 （単位：千円）

２６年度 ２５年度 増減

858,305 955,879 ▲ 97,574

0

0

858,305 955,879 ▲ 97,574

3.61% ⇒ － 3.99% ⇒ － -

（２）連結実質赤字比率

２６年度 ２５年度 増減

221,390 146,587 74,803

0 0 0

186,707 126,139 60,568

2,719 3,060 △ 341

19,240 19,105 135

２６年度 ２５年度 増減

1,184,107 1,163,300 20,807

334,869 559,060 △ 224,191

3,659,083 4,227,572 △ 568,489

－　 －　 －　

0 0 0

14,602 10,555 4,047

79,836 88,843 △ 9,007

0 1,386 △ 1,386

52,736 46,769 5,967

94,382 39,249 55,133

72,901 74,259 △ 1,358

19,183 21,011 △ 1,828

5,941,755 6,526,895 △ 585,140

6,800,060 7,482,774 △ 682,714

23,733,793 23,901,548 △ 167,755

28.65% ⇒ － 31.30% ⇒ － －　

    実質赤字比率、連結実質赤字比率とも赤字は発生していないため｢－｣で表示している。

介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）

標準財政規模(臨財債発行可能額含む)　④

計　②

公
営
事
業
会
計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計（保険事業勘定）

連結実質赤字比率

実質収支額

資金不足・剰余額

実質収支額

一
般
会
計
等

実質赤字比率

会　計　名

会　計　名

　①÷④
　　　正数は　”　-　”

一般会計

地域情報通信ネットワーク事業特別会計

計　①

一般会 計等 以外
の 特 別 会 計 の

う ち 公 営 企 業 に
係 る 特 別 会 計

以 外の特別 会計

休日急患診療所費特別会計

国民健康保険診療所費特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

①　＋　②　＝　③

企
業
会
計

石原土地区画整理事業特別会計

簡易水道事業特別会計

法 適 用
企 業

法非適用
企 業

福知山駅周辺土地区画整理事業特別会計

病院事業会計

宅地造成事業特別会計

農業集落排水施設事業特別会計

公設地方卸売市場事業特別会計

水道事業会計

と畜場費特別会計

下水道事業会計

ガス事業会計

　③÷④
　　　正数は　”　-　”

河守土地区画整理事業特別会計

会　計　名
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（３）実質公債費比率 （単位：千円・％）

２６年度 ２５年度 増減

① 5,485,792 5,547,851 △ 62,059

② 1,744,427 1,718,660 25,767

1,730,539 1,705,733 24,806

0 0 0

13,888 12,924 964

0 3 △ 3

③ 259,656 561,329 △ 301,673

4,931,009 4,816,027 114,982

⑤ 23,733,793 23,901,548 △ 167,755

10.84709 9.89837 0.94872

10.2 10.3 △ 0.1

（４）将来負担比率 （単位：千円・％）

２６年度 ２５年度 増減

54,445,681 53,895,924 549,757

0 0 0

23,426,060 23,187,529 238,531

52,790 66,481 △ 13,691

6,206,954 6,711,687 △ 504,733

① 84,131,485 83,861,621 269,864

7,597,139 8,156,120 △ 558,981

3,414,470 3,538,530 △ 124,060

2,782,157 2,945,206 △ 163,049

53,281,358 52,893,098 388,260

② 64,292,967 64,587,748 △ 294,781

③ 23,733,793 23,901,548 △ 167,755

4,931,009 4,816,027 114,982

105.5 100.9 4.6

・組合等負担等見込額は京都府住宅新築資金等貸付事業組合に対しての見込額である。

（５）資金不足比率
該当会計なし

充当可能基金

特定財源見込額

うち都市計画税

地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額

準元利償還金

退職手当負担見込額

　　計

　　計

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

標準財政規模

実
質
公
債
費
比
率

実質公債費比率（単年度） 　〔(①+②)-(③+④)〕÷（⑤-④）

内
訳

特定財源

公営企業債の償還に充てたと認められるもの

一時借入金利子

組合等負担等見込額

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④

将
来
負
担
額

標準財政規模(臨財債発行可能額含む)

地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

元利償還金 （繰上償還除く）

将
来
負
担
比
率

実質公債費比率（３ヵ年平均）

加入する組合が起こした地方債に充てたと認められる負担金

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額④

将来負担比率 （①-②）÷（③-④）

充
当
可
能
財
源
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水道事業会計 

 

 

  

１ 　概　　況

℡ ２ ２ － ６ ５ ０ ３

　平成26年度の水道事業につきましては、市民生活や企業活動を支える最重要の

ライフラインとして、安全で良質な水道水の安定供給に努めてまいりました。

　当年度末の給水戸数は28,172戸で、前年度末と比べ155戸の減となりました。給

水量は、隔月検針を開始したことにより１ヵ月分の使用料収入が繰り延べられた

ため、前年度に比べ家事用は8.6％減の5,290千㎥、業務用は6.8％減の2,308千㎥

となり、総給水量では前年度比8.0％減の7,598千㎥となりました。

　設備関係では、堀浄水場緩速ろ過池の更新（膜ろ過施設への変更）に向け、膜

ろ過施設の建設に着手しました。また、平成26年8月豪雨災害で管路や施設が被災

したため、災害復旧工事に取り組みました。

　収支の状況につきましては、収入では、給水収益が給水量と同様に隔月検針に

伴い１ヵ月分が繰り延べられた結果、8.0％減の1,171,770千円となりましたが、

地方公営企業会計制度の改正による長期前受金戻入の計上などにより、全体では

8.5％の増加となりました。また、支出においても会計制度の改正による減価償却

費や特別損失の増加などにより全体では10.9％の増加となり、当年度は15,372千

円の純損失を計上することとなりました。

　水道事業においては、水需要の大幅な増加が見込めない中で、老朽化した主要

設備や管路の本格的な更新時期を迎えており、財源の確保をはじめとして経営を

取り巻く環境は厳しさを増しています。

　今後とも、より災害に強く安心安全な水道水の安定供給が確保できるように、

効率的で計画的な事業運営を図り、経営の健全化に努めてまいります。

上 下 水 道 部 総 務 課

平成２６年度  福知山市水道事業決算概要
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２　前年度比較

（１）   業  務  量

増    減

年 度 末 給 水 人 口 ( 人 ) 66,237 66,720 △ 483 99.3 ％

年 度 末 給 水 戸 数 ( 戸 ) 28,172 28,327 △ 155 99.5

年 間 配 水 量 ( ㎥ ) 10,090,522 9,973,847 116,675 101.2

年 間 １か月 平 均配 水量 ( 〃 ) 840,877 831,154 9,723 101.2

年 間 給 水 量 ( 〃 ) 7,597,781 8,262,268 △ 664,487 92.0

年 間 １か月 平 均給 水量 ( 〃 ) 690,707 688,522 2,185 100.3

年 間 有 収 水 量 率 ( ％ ) 81.6 82.8 △ 1.2

（２）   事業収入に関する事項 （単位：円）

増    減

1,171,769,635 1,273,853,595 △ 102,083,960 92.0 ％

0 10,794,300 △ 10,794,300 皆減

25,652,692 46,830,150 △ 21,177,458 54.8

306,016,336 61,334,680 244,681,656 498.9

7,260,639 140,227 7,120,412 5,177.8

1,510,699,302 1,392,952,952 117,746,350 108.5

（３）   事業費に関する事項 （単位：円）

増    減

231,431,689 232,234,864 △ 803,175 99.7 ％

194,381,888 234,241,745 △ 39,859,857 83.0

1,727,290 10,021,964 △ 8,294,674 17.2

169,316,665 198,703,698 △ 29,387,033 85.2

697,424,689 489,740,507 207,684,182 142.4

21,815,528 6,311,946 15,503,582 345.6

195,955,255 205,435,645 △ 9,480,390 95.4

14,018,176 0 14,018,176 皆増

1,526,071,180 1,376,690,369 149,380,811 110.9計

資 産 減 耗 費

営 業 外 費 用

受 託 工 事 費

総 係 費

減 価 償 却 費

特 別 損 失

平成26年度 平成25年度
比          較

比    率

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

計

事          項

給 水 収 益

事          項 平成26年度 平成25年度
比          較

比    率

事          項 平成26年度 平成25年度
比          較

比    率

※平成 26 年度の年間有収水量率は年間給水量を 12 カ月分に換算した 8,231,320m3 を用いて算定している。 
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下水道事業会計 

 

 

  

１

上 下 水 道 部 総 務 課

℡ ２ ２ － ６ ５ ０ ３

　平成26年度の公共下水道事業につきましては、快適で安心な暮らしを支えるため、老朽化施設の更

新や浸水対策などの事業に取り組みました。

  当年度末の水洗化戸数は28,696戸で、前年度末と比べ119戸の増となりました。一方、有収水量は、

隔月検針を開始したことにより、1ヵ月分の使用料収入が繰り延べられたため、前年度に比べ、6.5％減

の10,935千㎥となりました。

　施設整備関係については、東堀地内の堀高田貯留施設設置事業及び土師新町南地内の土師新町

貯留施設設置事業の浸水対策事業に取り組みました。また、中部系統の中部幹線ボックスカルバート更

生工事や和久市第1ポンプ場の沈砂掻揚機更新工事、福知山終末処理場の水処理施設No.3曝気ブロ

ワ更新工事など、管渠、ポンプ場、終末処理場の老朽化した下水道各施設の更新工事を行いました。さ

らに、平成26年8月豪雨災害により被災した下水道各施設については、早期復旧を目指し、災害復旧

事業に取り組みました。

　収支の状況につきましては、収益では、下水道使用料が有収水量と同様に隔月検針に伴い1ヵ月分が

繰り延べられたため、6.8％減の1,367,697千円となりましたが、地方公営企業会計制度の改正による長

期前受金戻入の計上などにより、全体では前年度比41.1％増の3,360,794千円となりました。また、費

用においても会計制度の改正による減価償却費などの増により前年度比39.5％増の3,420,360千円と

なり、当年度は59,566千円の純損失を計上することとなりました。

　下水道事業においては、従来より市街化区域の内水対策として浸水対策事業に取り組んできました

が、平成26年8月豪雨災害を契機に、その取り組みを今後５ヵ年をかけて強化することとなりました。

  また、整備区域内の管渠整備がほぼ完了していることから、今後、水洗化戸数の大幅な増加も期待で

きない中で、耐用年数を経過し老朽化した主要設備や管渠の本格的な更新時期を迎えており、財源の

確保をはじめ経営を取り巻く環境は厳しい状況となっております。

　このような状況の中、今後とも、より災害に強い安定した下水の処理が確保できるように、施設の改良、

拡張整備を進めるとともに、経営の健全化に努めてまいります。

概　　　況

平成２６年度  福知山市下水道事業決算概要
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２  　前年度比較

（１）   業  務  量

増    減

年 度 末 水 洗 化 人 口 ( 人 ) 64,462 64,729 △ 267 99.6 ％

年 度 末 水 洗 化 戸 数 ( 戸 ) 28,696 28,577 119 100.4

年 間 総 処 理 水 量 ( ㎥ ) 18,699,101 18,511,587 187,514 101.0

年間１か月平均総処理水量 ( 〃 ) 1,558,258 1,542,632 15,626 101.0

年 間 有 収 水 量 ( 〃 ) 10,935,169 11,699,517 △ 764,348 93.5

年間１か月平均有収水量 ( 〃 ) 994,106 974,960 19,146 102.0

年 間 有 収 水 量 率 ( ％ ) 63.5 63.2 0.3

（２）   事業収入に関する事項 （単位：円）

増    減

1,367,696,724 1,468,262,866 △ 100,566,142 93.2 ％

277,568,290 219,048,911 58,519,379 126.7

1,752,769 2,334,722 △ 581,953 75.1

1,713,775,892 692,933,904 1,020,841,988 247.3

3,360,793,675 2,382,580,403 978,213,272 141.1

（３）   事業費に関する事項 （単位：円）

増    減

128,765,994 79,177,555 49,588,439 162.6 ％

124,072,057 95,096,262 28,975,795 130.5

576,210,825 565,998,359 10,212,466 101.8

81,290,355 109,619,159 △ 28,328,804 74.2

43,204,053 48,265,672 △ 5,061,619 89.5

2,047,542,941 1,133,793,820 913,749,121 180.6

1,049,013 1,509,431 △ 460,418 69.5

41,269 284,622 △ 243,353 14.5

400,871,406 418,281,334 △ 17,409,928 95.8

17,311,853 0 17,311,853 皆増

3,420,359,766 2,452,026,214 968,333,552 139.5

比          較

比    率
事          項 平成26年度 平成25年度

平成25年度事          項 平成26年度
比          較

比    率

比          較

比    率

負 担 金

計

営 業 外 収 益

そ の 他 営 業 収 益

平成25年度平成26年度

計

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

ポ ン プ 場 費

処 理 場 費

特 別 損 失

営 業 外 費 用

下 水 道 使 用 料

事          項

そ の 他 営 業 費 用

管 渠 費

※平成26 年度の年間有収水量率は年間有収水量を 12 カ月分に換算した 11,875,036m3を用いて算定している。 
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病院事業会計（市立福知山市民病院事業） 

市民病院事務部総務課 

 ℡ ２ ２ － ２ １ ０ １ 

 

平成２６年度 福知山市病院事業決算概要 

（市立福知山市民病院事業） 
               

１ 概 況         

近年、福知山市民をはじめ近隣市町住民の安心・安全で、より高度な医療を受けたい

というニーズは、ますます高まってきています。平成 26 年度の病院事業の運営につきま

しては、そのような多様化する医療ニーズに応えるため、医療機器の整備や医療スタッ

フの確保等、医療供給体制の充実を進めてまいりました。 

患者数につきましては、年間総入院・外来患者数は 346,907 人 となり、前年度に比し 

10,398 人（3.1％）の増加となりました。施設・設備につきましては、前年度に引き続き

救命救急棟建設等に伴う建築工事、機械設備工事、電気設備工事を進め、9月 1日より救

急外来及び透析室、10 月 22 日より救命救急病棟の運用を開始し、その後の病院本館改修

工事の完成をもって 2年間の継続事業を完了しました。また、透析室の人工透析装置、

循環器内科の大動脈内バルーンポンプ、臨床検査科の超音波診断装置等の医療機器の整

備・更新を図りました。 

収支につきましては、救命救急棟の稼働、閉鎖病床の再開等による総患者数の増加や

入院単価の伸び等により診療収入が前年度に比べ 7.8％増加しましたが、消費税率の引

き上げに伴う費用の増加や地方公営企業会計基準の改定に伴う特別損失（前年度分期末

勤勉手当）の計上等により、本年度は 42,621 千円の純利益となりました。 

（１）収支の状況 

収益的収入 10,211,007,523 円に対し、収益的支出 10,168,386,960 円 で収支差引

42,620,563 円の当年度純利益となりました。 

（２）患者の状況 

年度末の受診患者延数は入院 112,841 人（１日平均 309.2 人）、外来 234,066 人（１

日平均 959.3 人）、病床利用率は 87.33 ％（一般病床 90.73％、結核病床 6.79％、感

染症病床 0.00％ ）となり、前年度に比し、一般病床で 3.99 ポイントの増、結核病床

で 7.26 ポイントの減、全体では 3.63 ポイント増加しました。 
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２　業   務

（１）業務量

許可病床数 　    (床） 354 354 0 100.0

診療日数　　　 　（日） 365 365 0 100.0

延べ患者数　　　（人） 112,841 108,152 4,689 104.3

１日平均患者数 （人） 309.2 296.3 12.9 104.4

病床利用率　　　（％） 87.33 83.70 3.63 104.3

平均診療単価　 （円） 53,280 51,767 1,513 102.9

平均在院日数 （日）※ 14.6 12.7 1.9 115.0

診療日数         （日） 244 244 0 100.0

延べ患者数　　　（人） 234,066 228,357 5,709 102.5

１日平均患者数 （人） 959.3 935.9 23.4 102.5

平均診療単価　 （円） 12,423 11,771 652 105.5

※回復期リハビリテーション病床、結核病床、感染症病床を除く

（２） 事業収益に関する事項

（３） 事業費用に関する事項

うち減価償却費

（４）収支差引

42,620,563 314,221,091 13.6

950.5

年度純利益（△＝純損失）

（単位   円）

△ 271,600,528

比                            較

増             減 比    率（％）

167,747,78219,724,443

外来

事             項 平成  ２６  年度 平成  ２５  年度

760,894,966

計 10,168,386,960 9,079,336,032

119.0

112.0

（単位   円）

（単位   円）

5,097,808

108.7

100.7

1,089,050,928

増             減

114.1

817,450,400

比                            較

増             減 比    率（％）

126.5

109.3

700,248,085

114.7

108.0

比                            較

事             項 平成  ２６  年度 平成  ２５  年度

入院

比    率（％）

医    業     外    収     益

看   護   学   校   収   益

106,564,680

10,637,635

755,797,158

9,326,948,096 791,596,8518,535,351,245

119,226,412

84,910,374 10,479,883

449,829,853

事             項 平成  ２６  年度 平成  ２５  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

   特        別       損       失   

9,393,557,123

平成  ２５  年度事             項 平成  ２６  年度

74,430,491

医       業       費        用

計

看   護   学   校   費   用

187,472,225

医       業       収       益 9,462,073,786

569,056,265

8,761,825,701

666,064,640 559,499,960

10,211,007,523

82,869,097 72,231,462

医    業     外    費     用
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病院事業会計（国民健康保険新大江病院事業） 

 

市民人権環境部保険課 
 ℡ ２ ４ － ７ ０ １ ９ 

 

平成２６年度 国民健康保険新大江病院決算概要 

                        

１ 概 況         

国民健康保険新大江病院は、平成 17 年 4 月 1 日から平成 27 年度 3月 31 日までの 10

年間「医療法人財団新大江病院」を指定管理者として利用料金制による運営を実施し

てきました。 

平成 23 年度からは、「国民健康保険新大江病院事業会計」として企業会計化したと

ころです。 

平成 26 年度においては、大江町時代に借り入れた企業債の償還と、平成 27 年度か

ら市立福知山市民病院の分院化とするにあたり施設修繕及び医療機器更新とそれに伴

う企業債の借り入れを行いました。 

平成 27 年 4 月 1 日からは、国民健康保険新大江病院は市立福知山市民病院大江分院

として引き継がれることとなりました。 

 

  （１）収支の状況          

収益的収入  3,335,171 円に対し、収益的支出 22,484,213 円 で収支差引 

19,149,042 円の当年度純損失となりました。 

  （２）患者の状況 

年度末延受診患者数は入院 23,861 人（１日平均 65.4 人）、外来 16,577 人 

（１日平均 71.1 人）、病床利用率は 90.80％（一般病床 88.21％、療養病床 

93.38％） となり、前年度と比し、一般病床で 1.19 ポイントの増、療養病床で 4.86

ポイントの増、全体で 3.03 ポイントの増となりました。 
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２　業   務

（１）業務量

許可病床数 　    (床） 72 72 0 100.0

診療日数　　　 　（日） 365 365 0 100.0

延べ患者数　　　（人） 23,861 23,065 796 103.5

１日平均患者数 （人） 65.4 63.2 2.2 103.5

病床利用率　　　（％） 90.80 87.77 3.03 103.5

平均診療単価　 （円） 15,606 16,564 △ 958 94.2

平均在院日数 （日）※ 25.00 33.00 △ 8.00 75.8

診療日数         （日） 241 243 △ 2 99.2

延べ患者数　　　（人） 16,577 17,990 △ 1,413 92.1

１日平均患者数 （人） 71.1 77.0 △ 5.9 92.3

平均診療単価　 （円） 13,668 13,554 114 100.8

※療養病床を除く

（２） 事業収入に関する事項

（３） 事業費に関する事項

うち減価償却費

（４）収支差引

△ 19,149,042 △ 17,631,619 108.6年度純利益（△＝純損失）

（単位   円）

△ 1,517,423

比                            較

増             減 比    率（％）

外来

事             項 平成  ２６  年度 平成  ２５  年度

19,149,042

計 22,484,213 21,770,067 103.3

（単位   円）

（単位   円）

976,673

80.6

105.4

714,146

増             減

△ 803,277

比                            較

増             減 比    率（％）

91.7

105.5

0

比                            較

80.6

事             項 平成  ２６  年度 平成  ２５  年度

入院

比    率（％）

医    業     外    収     益 △ 803,277

事             項 平成  ２６  年度

18,172,369

19,225,042 1,010,67518,214,367

△ 296,5293,555,7003,259,171

平成  ２５  年度
比                            較

増             減 比    率（％）

4,138,448

平成  ２５  年度

0

4,138,448

医    業     外    費     用

事             項 平成  ２６  年度

医       業       費        用

計

医       業       収       益 0

3,335,171

3,335,171

－ 


